Non- Intervention in International Law: A Perspective onProblems of its Application (2) by 藤澤, 巌 & Fujisawa, Iwao
国際法における不干渉原則論の構図⑵
――適用問題への一視座――
藤 澤 巌
第１部 国家実行における干渉の規制
第１部では、１９世紀から２０世紀前半に至る国家実行上の干渉の規律の
展開を検討する。具体的には第１章において１９世紀ヨーロッパにおける
干渉の法規制の性格を検討する。そして第２章では、２０世紀前半に、第
二回ハーグ会議や諸汎米会議において主として中南米諸国によって推進
された干渉の禁止の法典化の展開を分析する。
第１章 １９世紀ヨーロッパにおける不干渉原則
国際法上の不干渉原則についての古典的議論は、ウィーン体制下の
１８２０年代前半、イタリア諸国やスペインの革命を弾圧するためにオース
トリアやロシア、プロイセンなどの大陸の絶対王政国家のいわゆる神聖
同盟により主張された一般的干渉権をめぐる諸国の議論であり（１）、とく
に、このような一般的干渉権についての英国政府の反対である（２）。
論 説
⑴ Thomas Oppermann,“Intervention,”in EPIL, vol. ２, p. １４３６; Meinhard
Schro¨der,“Non-Intervention, Principle of,”in EPIL, vol. ３, p. ６２０; Eric
David,“Porte´e et limite du principe de non-intervention,”Revue belge de
droit international, vol. ２３（１９９０）, p. ３５０; Hanspeter Neuhold, Internation-
ale Konflikte: Verbotene und erlaubte Mittel ihrer Austragung, Wien:
Springer,１９７７, p.２７８; Ulrich Beyerlin,“Nichteinmischung,”in Ignaz Seidi-
Hohenveldern hrsg.,Vo¨lkerrecht, ２., u¨berarbeitete und erweiterte Auflage,
Neuwied: Luchterhand,１９９２, p.２２６.
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２１８（４３）
第１節 １８２０年代初頭における干渉をめぐる原則的対立（３）
１８２０年から１８２１年にかけて、スペインや両シチリア王国、サルディニ
ア王国で反乱が発生し革命政権が樹立され、トルコ領内でもギリシア人
が反乱を引き起こすなど、ヨーロッパ各地で、既存の国内政治体制を脅
かす事態が頻発するようになると、英国、フランス、ロシア、オースト
リア、プロイセンの五つの大国のうち、ロシア、オーストリア、プロイ
センの東方諸国は、五大国の共同行動による諸国の内乱の鎮圧と既存秩
序の維持再建を提唱し、１８２０年１１月、トロッパウの議定書によってその
基本原則を宣言した。この原則に基づいて、１８２１年にはオーストリア軍
が両シチリア王国とサルディニア王国の革命を鎮圧し、１８２３年にはフラ
ンス軍がスペインに侵入して革命政権を打倒し、絶対王政を回復した。
このような大陸列強の主張に対し、英国政府は、不干渉原則を主張し
た（４）。
議論の出発点となった大陸列強の主張は、１８２０年１１月のトロッパウ会
議の議定書に要約されている。この議定書は次のように規定する。
⑵ 山本草二『国際法［新版］』有斐閣、１９９４年、２１５―２１６頁、松田竹男「現
代国際法と内政不干渉の原則」『科学と思想』５３号（１９８４年）、２５―２６頁。
⑶ この時期のヨーロッパ国際関係については、Paul Schroeder, Transfor-
mation of European Politics１７６３―１８４８, Oxford: Clarendon Press, １９９６, pp.
５８３―６３６; Harold Temperley, The Foreign Policy of Canning １８２２―１８２７:
England, the Neo-Holy Alliance, and the New World, London: G. Bell and
Sons, １９２５, pp３―９９; F.R. Bridge and Roger Bullen, The Great Powers and
the European State System １８１５―１９１４, London: Longman, １９８０, pp. ２０―
４４; Maurice Bourquin, “La Sainte-Alliance: un essai d’organisation
europe´enne,”RdC, tome８３（１９５３―II）, pp. ３８３―４４１; Henry A. Kissinger, A
World Restored: Metternich, Castlereagh, and the Problems of Peace
１８１２―２２, Boston: Houghton Mifflin Company, １９５７; Winfried Baumgart,
Europa¨ische Konzert und nationale Bewegung, Paderborn: Ferdinand
Scho¨ningh, １９９９; Matthias Schulz, Normen und Praxis: Das europa¨ische
Konzert der Gro ma¨chte als Sicherheitsrat １８１５―１８６０, Mu¨nchen: Olden-
bourg,２００９, pp.７３―８８, などをみよ。
⑷ Schroeder, supra n.３, chap.１３.
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２１７（４４）
１．ヨーロッパ同盟（alliance europe´enne）に属する諸国で、その
国内制度の形態について、反乱によって成し遂げられ、かつその帰結
が他国にとって脅威であるような変更を被ったものは、その事実に
よって上記同盟に属することをやめ、その状況が正統な秩序（ordre
le´gitime）と安定の保障を示すまで排除されつづける。
２．同盟諸国はこの排除の宣言に留まらず、彼らが宣言した原則に
忠実に、かつ個々の正統政府（Gouvernement le´gitime）の権威とその
自由意思から生ずるすべての行為を尊重して、不法な方法によっても
たらされた変更の承認を拒否することを約束する。
３．そのような変更がなされた諸国が、その近接性によって他国に
急迫の危険について危惧させるとき、そして同盟諸国がそれらに関し
て実効的で有益な行動をとれるときには、彼らを同盟の内部に連れ戻
すために、第一には友好的な働きかけを、第二に強制力（force coe¨rci-
tive）の使用が不可避な場合には、強制力を行使する（５）。
これに対し、英国は次のように反論した。すなわち、「英国政府ほど、
自己の急迫の安全や本質的利益が他国の対内的な諸事件（transactions）
によって重大な危険に曝された場合における、国家や国家群の干渉（in-
terfere）（６）権を支持する用意がある国は存在しないということが、明確
に理解されるべきである。しかしながら、英国政府はこのような権利の
想定を最大の必要性によってのみ正当化され、かつそれによって制限さ
れ規制されるものと考えるので、この権利がすべての革命運動に、個々
の国家や国家群への直接的な影響を考慮せずに、一般的かつ無差別な適
用（general and indiscriminate application）をうけうるとか、将来に向け
て同盟の基礎となされうるとかいうことを認めることはできない。英国
政府はこの行使を最大の価値と重要性をもつ諸一般原則の例外であり、
特別の事例の諸事情（circumstances of the special case）からのみ適切に
⑸ Wilhelm G. Grewe ed., Fontes Historiae Juris Gentium, vol. ３／１, １８１５―
１９４５, Berlin and New York: Walter de Gruyter, １９９２, pp. １１０―１１２. トロッ
パウ会議における交渉経過については、池本今日子『ロシア皇帝アレクサ
ンドル一世の外交政策』風行社、２００６年、２２１―２４０頁をみよ。
《論 説》
２１６（４５）
生ずるものと考える。しかし同時に英国政府は、最大の危険を伴うこと
なしには、この種の例外が規則に還元され（reduced to rule）諸国の通
常の外交や国際法制度（Institutes of the Law of Nations）に編入される
ことは決してできないと、考える」（７）。
以下では、これらの議論の意味内容を詳しく検討してみよう。
第１項 １９世紀前半における「干渉」概念
英国は、大陸列強の主張を「干渉」であると非難し、自らは「最大の
価値と重要性をもつ諸一般原則」、すなわち不干渉原則を支持している
とみることができる。ここで「干渉」とは、具体的にはどのような意味
内容をもっていたのであろうか。議定書の規定を概観すれば、英国が
「干渉」として非難しているのは、議定書に言う「強制力」の行使であ
ろうと推定することができる。それでは、この「干渉」ないし「強制力」
⑹ 以下で国家実行を検討するに際しては、英仏独各国語のinterventionおよ
び英語のinterferenceの双方を「干渉」と訳す。当時の外交文書では、この
二つの言葉は互換的に用いられ、現代のようにこの二つの言葉を区別する
ということはなかったと考えられるからである。例えば、１８５３年コンスタ
ンティノープル駐在英国大使が、ウィーン経由でロンドンに送った英文書
簡には、interferenceと表記されているが、これをウィーン駐在英国大使が
仏文に訳して電信した文面では、interventionと表記されているのである。
Lord Stratford de Redcliffe to the Earl of Clarendon, Therapia, September
２８, １８５３, in Eastern Papers, Correspondence respecting the Rights and
Privileges of the Latin and Greek Churches in Turkey, presented to both
Houses of Parliament by Command of Her Majesty, １８５４（hereinafter,
EP）, London: Harrison and Sons,１８５４, p.５９６; The Earl of Westmorland to
the Earl of Clarendon, Vienna, October８,１８５３, in EP, p.５９１. もし、英語に
おいて、 interferenceとinterventionで意味が異なると考えられていたなら、
仏文に訳す場合にも、その相違が維持されるようにintervention以外の語を
用いたはずである。ここから、当時二つの言葉が互換的に用いられていた
と考えることができる。
⑺ Visct. Castlereagh to the British Ministers at Foreign Courts, Foreign
Office, １９th January, １８２１, in British and Foreign State Papers（ hereinaf-
ter, BFSP）１８２０―１８２１, p.１１６２.
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２１５（４６）
の行使とは、具体的に何を指していたのであろうか。
⑴ 内乱状態という前提
まず指摘すべきは、そもそも、１８２０年代に干渉が法的に問題となった
事例は、すべて革命や内乱を前提として、その処理をめぐるものであっ
たことである（８）。すなわち、１８２１年のオーストリア軍による両シチリア
王国とサルディニア王国の革命の鎮圧、１８２３年のフランス軍によるスペ
イン革命政権の打倒、１８２０年代前半における米州のスペイン植民地の独
立戦争についてのスペインへの援助の問題、１８２０年代後半のギリシア独
立戦争、１８２６年の英国によるポルトガルへの軍事援助のいずれも、国内
政体をめぐるものか、宗主国からの分離独立を目的とするものかという
違いはあれ、すべて、内乱状態を前提に、その解決方法が争われたもの
であった。
１８２６年におけるポルトガル政府の理解では、「英国政府は、他国の内
乱（discordes civiles）に決して干渉しないことを……原則として採用し
てきた」（９）のであり、ポルトガル政府はこれを、「英国政府によって採用
されている、他国の対内的紛争（dissensions inte´rieures）への不干渉（non-
intervention）原則」（１０）と呼んでいる。英国外相カニング（George Canning）
も、米州のスペイン植民地の独立戦争に関連して、１８２２年に、「独立諸
国の諸革命（revolutions）への不干渉という一般命題（the general proposi-
tion of non-interference）は、それらの諸国の混乱（disorganisation）によっ
て他国が直接的に侵害されることがないという条件によって必然的に制
約されている」（１１）と述べている。
⑻ P.H. Winfield,“The History of Intervention in International Law,”BYIL,
vol.３（１９２２―１９２３）, p.１３８.
⑼ The Marquis de la Palmella to Mr. Secretary Canning, Londres, le ２
De´cembre,１８２６, in BFSP１８２５―１８２６, p.１１１９.
⑽ Ibid., p.１１２１.
⑾ Memorandum for the Cabinet, November １５, １８２２, in Edward J. Staple-
ton ed., Some Official Correspondence of George Caning, vol. １, London:
Longman, Green, and Co.,１８８７, p.６０.
《論 説》
２１４（４７）
これらは、当時において、不干渉原則が、他国の内乱に対する行動を
規律の対象としていると、一般的に捉えられていたことを示している。
⑵ 内乱に対する中立的行態としての不干渉
それでは、内乱に対する他国のいかなる行動あるいは姿勢が、干渉を
構成すると考えられていたのであろうか。英国外相カースルリー
（Robert Stewart Viscount Castlereagh）は、１８２１年に、神聖同盟による
両シチリア王国の革命の鎮圧を、不干渉原則に反するとして非難した
が、１８２０年の別の文書ではこれを、「中立の諸原則（principles of neutral-
ity）」と呼んでいる（１２）。また革命鎮圧後にロシア皇帝に送った書簡にお
いても、この問題について、「英国王が外国の諸事項（alien affairs）に
関して採用することが必要と考えた中立の路線（the line of neutrality）
によって、最近、英国政府の立場は、他の三つの同盟宮廷の立場と異
なったものとされた」（１３）と記述している。
１８３０年に発生したベルギーの反乱の当初、フランス政府は、「最も厳
格かつ注意深い中立が動じることなく守られるよう、我々のすべての国
境に命令が下されている。フランスとその政府は、決して、直接または
間接に、他国の対内諸事項に干渉しない。この原則が他のすべての政府
によって尊重される限りは。」（１４）、と宣言している。１８３２年、ベルギー独
立問題に関連する文書の中で、メッテルニヒ（Clemens Metternich-Win-
neburg）はより直接的に、「不干渉と中立の諸原則（principes de non-inter-
vention et de neutralite´）」（１５）という表現を使用している。
⑿ Lord Castlereagh to Lord Stewart, Foreign Office, September １６, １８２０,
in Charles William Vane, Marquess of Londonderry ed., Correspondence,
Despatches, and Other Papers, of Viscount Castlereagh, Second Marquess
of Londonderry, vol.１２, London: Murray,１８５３, p.３１４.
⒀ The Marquess of Londonderry to his Imperial Majesty the Emperor of
all the Russias, Foreign Office, London, July１６,１８２１, in ibid., p.４０７.
⒁ Mole´ aan la Moussaye, ２９ Aug. １８３０, in H.T. Colenbrander ed.,
Gedenkstukken van der algemeene Gesciedenis van Nederland van １７９５
tot１８４０, vol.２, p.３.
国際法における不干渉原則論の構図⑵
２１３（４８）
これらの言明からは、不干渉が、内乱への中立的態度を指すことが窺
える。
⑶ 軍隊の派遣
不干渉が内乱への中立的行態であるとするなら、干渉は内乱に対する
非中立的行動ということになりそうである。しかしここで注意すべき
は、英国の言う干渉に相当する行為が議定書において「強制力」と規定
されており、議定書の直接の適用結果が、両シチリア王国に対するオー
ストリア軍の派遣をはじめとする、内乱への軍隊の派遣であったことで
ある。これらの事実は、「干渉」として法的に問題となったのは、内乱
への非中立的行為の中でも、とくに軍隊の派遣であったことを示唆す
る。
オーストリアは、議定書を起草したトロッパウ会議に提出した覚書に
おいて、「ナポリ王国で行われた転覆は、外部の干渉（intervention）の
争いえない権利を確立するものと、皇帝により判断される」（１６）と主張し
ているが、そこで干渉として具体的に念頭に置かれているのは「両シチ
リア王国において秩序を再建する目的での軍事遠征（expe´dition mili-
taire）」（１７）である。同会議に提出されたフランスの文書においては、
「オーストリアは、ナポリの諸事項に武力によって干渉できる状態にあ
る（en mesure d’intervenir, a｀ main arme´e）」と言明されている（１８）。
英国は１８２０年の文書のひとつでは、大陸諸国の主張を、「一国が他国
の対内諸事項に武力により干渉する（interfering by force）という原則」
⒂ Metternich an Trauttmansdorff in Berlin（D.＝A.）, Wien, １３. November
１８３２, in Richard Metternich-Winneburg hrsg., Aus Metternich’s nach-
gelassenen Papieren （hereinafter, Metternich）, ５. Bd., Wien: Wilhelm
Braumu¨ller,１８８２, p.３９８.
⒃ Me´moire du cabinet autrichien, Troppau, le ２３, octobre１８２０, in Atti del
Parlamento delle due Sicilie １８２０―１８２１（ hereinafter, Atti）, vol. ４, Bologna:
Nicola Zanichelli,１９３１, p.３２６.
⒄ Ibid., p.３２７.
⒅ Ibid., p.３７３.
《論 説》
２１２（４９）
と定式化しており（１９）、別の文書では、英国自身の行動指針について、
「それに基づいて他国の対内事項への武力干渉（armed interference）が
これまで英国議会において支持されてきた諸主義」と表現している（２０）。
干渉が、直接的には内乱への軍隊派遣を意味することは、１８２６年のポ
ルトガルに対する英国の軍隊派遣の事例からも窺える。これは、絶対主
義的な政府を有していたスペインが、ポルトガルの自由主義的な政府を
転覆させるために、ポルトガルからの亡命者に武器を与えてポルトガル
領内に侵入させ、絶対主義勢力の反乱を援助していたことに端を発した
事件である。ポルトガル政府は、古来の英国との同盟条約に基づいて、
「英国軍の支持と援助」（２１）を要請した。
この事態は、一面においては、ポルトガルにおける内乱の側面を有し
ていたため、援助要請の中でポルトガル政府は、「英国政府によって採
用されている、他国の対内的紛争への不干渉原則」を、文字通りに適用
するとするなら、スペイン軍がポルトガルに直接侵入しない限り、イギ
リスの援助が得られないという不都合が生じるという懸念を示してい
る（２２）。
この点について、当時の英国外相カニングは、援助への議会の同意を
求める国王の要請文の中に不干渉原則に抵触しないことを明確化する文
言を挿入することを考え、１２月３日の首相宛書簡において、「我々の不
干渉（non-interference）は、最終パラグラフの最後に『対外的侵略に対
して』という文言を挿入することによって十分に示されると、私は考え
る」（２３）と述べている。実際の国王の議会へのメッセージにおいては、
「……諸条約への誠実さの維持および英国最古の同盟国であるポルトガ
ル王国の安全と独立を外国の敵対行為から保護することについて、議会
⒆ Harold Temperley and L.M. Penson, Foundations of British Foreign Pol-
icy: From Pitt（１７９２）to Salisbury（１９０２）, Cambridge: Cambridge Univer-
sity Press,１９３８, p.６１.
⒇ Castlereagh, supra n.１２, p.３１５.
21 The Marquis de la Palmella to Mr. Secretary Canning, Londres, le ２
De´cembre,１８２６, in BFSP１８２５―１８２６, p.１１１７.
22 Ibid., p.１１２１.
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２１１（５０）
が、国王陛下に心からの協賛を与えるであろう事に全幅の信頼をおい
て……」（２４）と表現された。
そして、派遣軍の司令官に対する訓令においては、スペインから侵入
したポルトガルの脱走兵がスペインに押し返され、ポルトガル領土を敵
対的に占領するスペインその他の外国軍隊が存在しない場合に、「もし
ポルトガルのいずれかの地方で対内的動乱と反乱が存在し続ける場合に
は、貴君は、本国からのさらなる命令がない限り、何らかの要請に従っ
て、そのような対内的動乱と反乱の鎮圧（suppression）のために英国軍
を使用することはできず、またリスボンやその近隣から移動することも
できない」（２５）と指示されていた。
つまり、この事例においては、干渉とは、一国の軍隊が、他国での内
乱の当事者との間で交戦することを意味すると理解されていたと言うこ
とができる。
⑷ 承認行為および中立法に違反する行為
これまでの検討から、１９世紀前半においてその法的地位が問題となっ
た「干渉」とは、他国の内乱に一国の軍隊を派遣し内乱の当事者と交戦
することであったと考えることができる。
ただし干渉概念の外延が、軍隊の派遣に尽くされるかどうかについて
は、国家実行上必ずしも明確ではなく、争いがあった点に注意する必要
がある。
23 Geo. Canning to Liverpool, Foreign Office, Dec. ３, １８２６, in Augustus
Granville Stapleton, George Canning and His Times , London: John W.
Parker and Son, West Strand,１８５９, p.５４０.
24 Message of the King of Great Britain to both Houses of Parliament, １１th
December,１８２６, in BFSP１８２５―１８２６, p.１１２７.
25 Extract from instructions to Sir William Clinton, on taking command of
the expedition to Portugal, dated １７th December, １８２６, The Duke of Wel-
lington, K.G. ed., Despatches, Correspondence, and Memoranda of Field
Marshal Arthur Duke of Wellington, K.G.（hereinafter, Wellington）, vol.３,
Millwood: Kraus Reprint Co.,１９７３, p.４９０.
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例えば、後に述べるように、１８２０年代半ばに英国は中南米諸国を国家
承認したが、その際フランスは、「スペイン諸植民地は独立していると
宣言し、そのようにしてこれらの植民地が本国から分離されることに寄
与することは、フェルディナンド王に再び自己の権威を保有させること
に役立っただけの一時的な遠征によるのとはまったく異なる重大なやり
方で、イベリア半島の諸事項へ干渉することではないのだろうか？」と
イギリス政府を批判した（２６）。ここでは、独立戦争型の内乱において、国
家承認を行うことも、「遠征」＝軍隊の派遣と同様に干渉であるとの見
解が示されている。
承認行為以外に、干渉概念に含まれるかどうか必ずしも明確でない行
為として、中立法に違反する行為がある。ギリシア独立問題（２７）に関し、
１８２４年、英国外相カニングは、ギリシアの英国に対する支援要請に対
し、スペインと旧植民地の戦いについて英国は「厳格な中立（strict neu-
trality）」を維持してきており、「今ギリシアで猛威を振るう戦いについ
ても、同様の中立が英国政府によって遵守されてきている」とし、「列
強は、何らかの仕方によって直接または間接にギリシアの企てを扇動し
たとか、何らかの形でその進展に干渉した（having in any way interfered
in its progress）とか、非難されることはできない」と述べている（２８）。
ここで言及されている中立とは、上述した内乱への中立的行態という
広義の意味ではなく、狭義の中立法であると解釈することが可能であ
る。というのは、１８２２年のヴェロナ会議における英国代表団への訓令で
26 Le Comte de Chateaubriand, French Minister for Foreign Affairs, to le
Prince de Polignac, French Ambassador in London, Paris, le ２６ Janvier,
１８２４, in Stapleton, supra n.１１, pp.１３９―１４０.
27 ヨーロッパで交戦団体承認が実際に行われたのは、ギリシア独立戦争を
もってその嚆矢とするとされる。Constantin Th. Eustathiade｀s, “La
premie｀re application en Europe de la reconnaissance de bellige´rence pen-
dant la guerre d’inde´pendance de la Gre｀ce,”in Recueil d’e´tudes de droit
international en hommage a｀ Paul Guggenheim, Gene｀ve: Imprimerie de la
Tribune de Gene｀ve,１９６８, pp.２２―４３.
28 Mr. Secretary Canning to M. Rodios, Foreign Office, December １, １８２４,
in BFSP１８２４―１８２５, p.９０２.
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は、ギリシア側の政府樹立の動向に関連して、「南米で支配を行ってい
る諸現地政府に対していまや長年英国によって追及された路線および、
ギリシア人とトルコ人の間について公言された英国の中立を考慮すれ
ば、もしモレアおよびトルコ西部諸地方に事実上の政府が現実に樹立さ
れるなら、我が国がその政府に交戦者の通常の諸特権（ordinary privi-
leges of a belligerent）を拒否することは困難である」（２９）と言明されてい
るのである。
また１８２７年、英仏露の三カ国によるギリシア平定のための条約案につ
いて意見を求められた英国法務官は、トルコの武器輸送を艦隊によって
阻止すると規定された追加条項について、６月２７日の意見書において、
「追加条項第３条は、敵対行為は回避するという宣言の下での、戦争の
諸事態への強制的干渉（forcible interference in the events of war）を想定
している。この強制的干渉は、他の諸事例において（フランスやロシア
によって）主張されてきた武装中立に反対してわが国によって維持され
てきた、中立の諸原則に両立しないと私は考える」と述べた（３０）。またさ
らに改定された条約案に関する７月３日の意見書においても、「交戦国
間の戦争の諸事態への強制的干渉権に関する異議はそのままであるよう
に私には思われる」と述べ、「このような諸規定は、友好的仲介の申し
出（offices）をはるかに超えるものであり、同盟諸国が、このような強
制的な影響力（compulsory influence）の行使の動機として自分たち自身
の諸利益を主張する限りにおいて、これは交戦諸国の独立に両立せず、
わが国によって維持されてきた、戦争中の諸国との関係における中立諸
国の権利義務に関する諸原則に一致しない行為である」と結論づけてい
る（３１）。
ここからは、ギリシア独立をめぐるトルコ政府とギリシア勢力の内戦
に対する強制的干渉が、中立に関する原則の侵害であるとされており、
29 Fair draft of Memorandum.-Instructions for the Duke of Wellington,
Wellington, vol.１, p.２８６.
30 Clive Parry ed., Law Officers’Opinions to the Foreign Office１７９３―１８６０,
vol.８８, Westmead, Eng.: Gregg International Publishers, p.４１１.
31 Ibid., p.４１４.
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干渉に当たる行為が、狭義の中立法に一致しない行為をも包含するとい
う見方を窺うことができる（３２）。
第２項 干渉権についての国際法規制の射程
干渉をめぐる列強間の議論の焦点は、ヨーロッパ公法上、既存政府の
存続が保障されているか否かという点にあった（３３）。
⑴ 大陸列強の見解
トロッパウ議定書によれば、諸国において「正統な秩序」が反乱によっ
て侵害された場合には、当該国は「ヨーロッパ同盟」（３４）への参加を停止
され、他の諸国は、反乱による不正な国内政体の変更を承認しない義務
を負う。この点について、１８２１年５月１２日のオーストリア・プロイセ
ン・ロシアの回状は、「国家の立法と行政についての有用で必要な変更
は、神が権力について責任を負わせた人物の自由意思と思慮深く賢明な
感情以外から生じてはならない。……諸君主は、あらゆる正統権力
32 ここで法務官が先例として意識しているのは、アメリカ合衆国のイギリ
スからの独立戦争の際の、独立勢力の支援や武装中立などの他国の行動へ
の英国の異論であると思われる。
33 この問題は、スペインにおける革命によって現実の政治問題となる以前
に、既に１８１８年のアーヘン会議においてロシアによって提起されていた。
Bourquin, supra n.３, pp.４２０―４２４.
34 「ヨーロッパ同盟」について、ロシアは、「ヨーロッパのすべての諸国は、
争ってこの同盟に参加した。……実際、それぞれの国が、締約国としてか、
加入国としてウィーン会議議定書の諸規定と、１８１５年と１８１８年のすべての
それに続く諸条約の諸規定を批准することによって、この安全の担保を保
障された」と述べており、この表現が、ヨーロッパのすべての国を包摂す
るヨーロッパ公法を、参加国の観点から言い換えたものであることがわか
る。Questions que pre´sente le de´veloppement ulte´rieur de la premie｀re
partie du protocole du７（１９）novembre ou de la partie intitule´e principes,
le５（１７）de´cembre１８２０, inВнешняяполитикаРоссииXIXиначалаXX
века:документыРоссийскогоМинистерстваиностранныхдел（here-
inafter, VPR）, Москва: Государственное издательство политической
литературы,１９６０-, vol.１１, p.６４９.
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（pouvoir le´gitime）の権利と独立を尊重して、反乱と公然の武力によっ
てなされる、あらゆる主張された改革を、法的に無効であり、ヨーロッ
パ公法（droit public de l’Europe）を構成する原則によって否認されると
みなすと宣言した」と述べている（３５）。すなわち、君主の自由意思に基づ
く国内秩序の存続は、ヨーロッパ公法（３６）（３７）により保障されており、反乱
35 １８２１May １２, Austro- Prusso- Russian Circular Dispatch, in Grewe, su-
pra n.５, p.１２２.
36 ヨーロッパ公法の概念に関する最近の研究では、Ius Publicum Euro-
paeumというラテン語は、１７世紀においてはヨーロッパ諸国の国家法の比
較法という意味で用いられており、１８世紀から１９世紀に、ヨーロッパ中心
の国際法を表現するために用いられたdroit public de l’Europeというフラン
ス語とは区別されていたのであって、Ius Publicum Europaeumを国際法と
してのdroit public de l’Europeと同じ意味で用いるようになったのは、カー
ル・シュミット（Carl Schmitt）以降のことに過ぎないと指摘されている点に
まず留意する必要がある。Armin von Bogdandy und Stephen Hinghofer-
Szalkay,“Das unheimliche Ius Publium Europaeum: Begriffsgeschichtliche
Analysen im Spannungsfeld von europa¨ischem Rechtsraum, droit public
de l’Europe und Carl Schmitt,”Zeitschrift fu¨r auslandisches o¨ffentliches
Recht und Vo¨lkerrecht（ hereinafter, Zao¨RV）,７３. Bd.（２０１３）, pp.２０９―２４８.
その上で、１９世紀における国際法としてのヨーロッパ公法の概念につい
ては、一方で、ヨーロッパで生じた近代国際法と同じ意味と解する伝統的
立場がある。Karl-Heinz Ziegler, Vo¨lkerrechtsgeschichte, Mu¨nchen: Verlag
C.H. Beck, １９９４, p. ２１９；藤田久一、「東洋諸国への国際法の適用―１９世紀国
際法の性格―」、関西大学法学部編、『法と政治の理論と現実―関西大学法
学部百周年記念論文集―』有斐閣、１９８７年、１３５―１７３頁。この立場からは、
例えばトルコが「ヨーロッパの公法と協調の利益に参加すること」を承認
した１８５６年のパリ条約第７条は、トルコが国際団体（famille des nations）
に加入することを承認するものと解釈される。同論文、１４４―１４５頁。
しかし、このような理解に対して、ヨーロッパ公法とはヨーロッパ諸国
間のみを規律する地域国際法秩序であり、近代国際法秩序全体を指すもの
ではないという異論が示されている。Hugh M. Wood, “The Treaty of
Paris and Turkey’s Status in International Law,”AJIL, vol. ３７（１９４３）, pp.
２６２―２７４.
シュミットのヨーロッパ公法観は、それがヨーロッパ諸国のみを主体と
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するヨーロッパの共同体秩序であったという点で、地域国際法秩序という
見方に一致する。しかし、地域国際法という見解はそれを包摂する一般国
際法秩序を前提としているが、シュミットはヨーロッパ公法の上にそのよ
うな一般国際法が存在するという見方を示しておらず、むしろ１９世紀末に
おけるそのような普遍的国際法の成立によってヨーロッパ公法は解体した
とみる点で異なる。Carl Schmitt, Der Nomos der Erde im Vo¨lkerrecht des
Jus Publicum Europaeum, vierte Aufl., Berlin: Duncker & Humblot, １９９７,
pp.２０６―２０８.
グレーヴェによれば、１８世紀までは、普遍的とされた国際法規範もヨー
ロッパ諸国間にしか適用されなかったので、「ヨーロッパ公法」は単なる地
域特別国際法ではなく、ヨーロッパのキリスト教諸君主と諸国民の国際法
秩序であった。Wilhelm G. Grewe,“Vom europa¨ischen zum universellen
Vo¨lkerrecht: Zur Frage der Revision des >>europazentrischen<< Bildes
der Vo¨lkerrechtsgeschichte,”Zao¨RV,４２. Bd.（１９８２）, pp. ４６１―４６５. しかし、
国際法の適用の普遍化が進行した１９世紀前半以降においては、「ヨーロッパ
公法」や「ヨーロッパ協調」は、ヨーロッパ諸国間の地域特別国際法を意
味するようになったのであり、パリ条約第７条も、この特別法秩序への
参加の承認と捉えられる。Ibid., pp. ４７２―４７５; Dietrich Schindler,“Univer-
selles und regionales Vo¨lkerrecht,”in Recht als Prozess und Gefu¨ge: Fest-
schrift fu¨r Hans Huber zum８０. Geburtstag , Bern: Verlag Sta¨mpfli & Cie
AG Bern,１９８１, p.６１０.
他方、グッゲンハイムは、近代国際法は当初から普遍的に適用されてい
たのであり、「ヨーロッパ公法」という観念はフィクションであるとする。
Paul Guggenheim,“Das Jus publicum europaeum und Europa,”Jahrbuch
des o¨ffentlichen Rechts der Gegenwart, neue Folge, ３. Bd.（１９５４）, pp. １―４.
ただし、１９世紀における、ヨーロッパの組織化の法としてのヨーロッパ公
法の存在は認めている。Paul Guggenheim,“Droit international ge´ne´ral et
droit public europe´en,”Annuaire Suisse de droit international, tome１８
（１９６１）, pp.１６―２２.
37 ヨーロッパ公法がヨーロッパ諸国間のみを規律する法であることを認め
る諸学説では、ウェストファリア条約以来のヨーロッパの諸平和条約が
ヨーロッパ公法の主要な存在形式であり、とくに１９世紀においてはウィー
ンやパリにおける戦後処理の諸条約であることは、一般に承認されている
と思われる。Carl Schmitt,“Die Auflo¨sung der europa¨ischen Ordnung im
“International Law”,”in idem, Staat, Grossraum, Nomos: Arbeiten aus den
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によるその侵害は、その場所や態様を問わず一律にすべて「法的に無効」
とされる。
そして第三に、当該反乱への対処において、急迫の危険などにより強
制力の使用が不可避な場合には、強制力すなわち軍事力を行使すると規
定し、「対内諸制度における合法秩序の維持のための干渉権」（３８）を一般的
に定式化した（３９）。
このようにして大陸諸国は、革命政権の同盟からの排除、その不承
認、その鎮圧のための干渉権を定式化している。大陸諸国は、反乱が生
じればその態様を問わず一律に適用される、正統性原則というヨーロッ
パ公法上の原則の実現のための干渉権を主張したと言うことができる。
Jahren１９１６―１９６９, herausgegeben, mit einem Vorwort und mit Anmerkun-
gen versehen von Gu¨nter Maschke, Berlin : Duncker & Humblot, １９９５, p.
３７３; Schindler, supra n. ３６, pp. ６０９―６１０; Wood, supra n. ３６, p. ２６３; Ernst
Reibstein,“Das“Europa¨ische O¨ffentliche Recht”１６４８―１８１５,”Archiv des
Vo¨lkerrechts, ８. Bd.（１９５９―１９６０）, pp. ３８６―３８７, ４２０; Wilhelm G. Grewe, Ep-
ochs of International Law, Berlin: Walter de Gruyter, ２０００, pp. ４２９―４３１;
Joachim von Elbe,“Die Wiederherstellung der Gleichgewichtsordnung in
Europa durch Wiener Kongre ,”Zao¨RV,４. Bd.（１９３４）, pp２５８―２６０. 近年の
研究では、ビーカー（Eva Bieker）が、ナポレオン戦争の戦後処理の諸条
約がヨーロッパ公法を構成すると解釈している。Eva Bieker, Die Interv-
netionen Frankreichs und Gro britanniens anla¨sslich des Frankfurter Wa-
chensturms１８３３, Baden- Baden: Nomos Verlagsgeselschaft,２００３, p.９３.
38 Questions que pre´sente le de´veloppement ulte´rieur de la premie｀re par-
tie du protocole du７（１９）novembre ou de la partie intitule´e principes, le
５（１７）de´cembre１８２０, in VPR, vol.１１, p.６４８.
39 このように、内乱による国内政治秩序の変更が、君主の自由意思の侵害
＝強制であり、したがってヨーロッパ公法の原則としての正統性原則の違
反であるとされていることから、叛徒に対する外国の援助も君主の意思の
強制とみなされると解釈できる。実際、ギリシア独立戦争に関してメッテ
ルニヒは、「公法の諸原則を侵害することなしにはギリシア人を援助でき」
ないと述べていた。Historische Darstellung der orientalischen Frage, eine
Denkschrift Metternich’s, in Metternich,４. Bd., p.２８９.
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⑵ 英国の立場
英国が批判したのは、すでに引用したように、正統性原則から導出さ
れる大陸諸国の干渉権の定式においては、「この権利がすべての革命運
動に、個々の国家や国家群への直接的な影響を考慮せずに、一般的かつ
無差別な適用」がなされうる点である。英国によれば、干渉権は、「特
別の事例の諸事情」に照らして例外的に認められるものであって、「規
則に還元」することはできないのである。英国代表によりトロッパウ会
議に提出された覚書は、この点についてより明確である。英国は、「独
立諸国家の対内諸事項への干渉のありうる諸事例を、抽象的な行為規則
（re｀gle abstraite de conduite）に還元するあらゆる試み」を思いとどまる
よう大陸諸国を説得することを責務と捉えるとしたうえで、「個々の国
家は必要性の事例において、自衛原則（le principe de sa propre de´fense）
に基づいてこの干渉を行う争いえない権利を有する。しかし正当（juste）
であるためには、個別事例の関連諸事情（cironstances re´unies de ce cas
particular）から帰結し、決してヨーロッパ列強の同盟の先験的な（a｀ pri-
ori）対象にはなりえない、実際の明白な危険に基づかなければならな
い」と主張した（４０）。
ここで主張されているのは、不干渉原則の例外として「干渉権」が認
められるための諸要件については、不特定多数の事例に画一的に妥当す
る国際法規則は存在しないのであって、規則化は不可能であるというこ
とである。「自衛原則」に基づき、国家への明白な危険に対処するため
の干渉権が生じる場合は存在する。しかし、いかなる場合に「明白な危
険」が存在するかは、あらかじめ国際法規則に定式化することはできな
い。大陸諸国のように、「すべての革命運動」において「明白な危険」
が存在するというような規則を事前に定めておくことは許されない。そ
のような規則の定立は、「最大の価値と重要性をもつ諸一般原則」を危
険にさらすことになるのである。英国は、スペインの内乱に対するフラ
ンス軍の侵入について、「その原則に基づいて英国政府がスペインに対
する戦争を非常に熱心に批判したまさにその原則は、すべての国民（Na-
40 Traduction d’une note de lord Castlereagh, Atti, vol.４, p.３９４.
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tion）の、自己の国内諸制度を変更し修正する権利である」（４１）と述べてい
るので、ここでの原則とは、とくに各国は自由に国内政体を選択するこ
とができるという原則を指すと解釈できるだろう。
干渉権についての規則化に反対する実質的理由については、次のよう
に述べられている。「イギリス政府は、……これらの措置が基礎を置く
原則を、国際法の制度（system of international Law）として安全に認め
ることはできないと考える。イギリス政府は、この原則の採用が、それ
らを生み出した締約国によって意図されていると主張されている以上
の、あるいは一般利益や諸独立主権者の実効的な権威や尊厳と両立でき
ないほどの、国家の対内的な諸事件に対する頻繁で広範囲にわたる干渉
を必然的に承認することになり、またその結果、あまり善良でない君主
の手によってそれが実行されることになると考える」（４２）。干渉権を国際
法規則として定式化することによって、一般利益や主権が害されるので
ある。
⑶ 「特別の事例の諸事情」の内容
英国は、自衛原則に基づき干渉が許容されるか否かは規則化できず、
「個別事例の関連諸事情」に照らして個別具体的に判断されると主張し
た。そこで問題となるのは、この「諸事情」の内容である。この点に関
し、英国は、両シチリア王国の反乱について、「しかしながら英国政府
は、他のヨーロッパ諸国、とりわけオーストリアとイタリア諸国が、自
己が異なった状況に置かれていると感じうる（might feel）ことを十分
認める」とし、「彼らの目的が最近の諸条約によって確立されたヨーロッ
パの領域制度（Territorial system of Europe）を破壊するような拡大に向
けられていないという、あらゆる合理的な保証を与える用意が彼らにあ
りさえするならば」、「彼らに影響しうる問題を予断することや、それら
諸国が自己の安全のために採用するのが適当と考えるかもしれない路線
41 Canning to Sir Wm. A｀ Court, １８th September, １８２３, in Temperley, supra
n.３, p.５４０.
42 Visct. Castlereagh to the British Ministers at Foreign Courts, Foreign
Office,１９th January,１８２１, in BFSP１８２０―１８２１, pp.１１６０―１１６１.
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に介入することは、英国政府の目的ではない」との立場を示した（４３）。
オーストリア政府も、当初は英国政府の期待通りに、ナポリにおける
反乱の鎮圧をオーストリア固有の安全の侵害の問題として捉えてい
た（４４）。同政府は、自国の安全が害されている根拠について、「オースト
リア皇帝の諸利益は、イタリアの複数の王家との皇帝の政治的・人的関
係や近親関係と、自己の国々の地理的状況という理由によって、この不
幸な出来事においてとくに侵害されている。すべてのヨーロッパ諸国の
保障の下に１８１５年に設立された政治的諸事物の状態は、オーストリア皇
帝がイタリアにおける政治的平穏の自然の防護者かつ保護者となること
を要請している」（４５）と声明している。また、トロッパウ会議に提出した
覚書においては、他の列強とオーストリアの立場の違いとして、まず自
己の領土である「イタリア諸地方が、その民族性を原因として、諸同盟
国の他のいかなる保有部分よりも、直接に脅かされている」ことおよび、
「１８１５年のナポリ王との同盟条約」を挙げている（４６）。トロッパウ会議に
オーストリアが最初に提出した覚書は、すべての国は、他国における政
治体制の変化によって自己の正当な利益や存続の基礎が脅かされる場合
には、「自己保存原則（le principe de sa propre conservation）」（４７）に基づき
干渉権を有するとの立場をとり、オーストリアがナポリに対して軍事行
43 Ibid., p.１１６１.
44 ロシアの文書にあるように、ロシアが諸政府の会議を要求したことに
よってはじめて、「オーストリア政府が純粋にオーストリアの問題とするこ
とを欲していたイタリアの諸事項が、会議という事実によってヨーロッパ
の問題となった」ことをオーストリア政府は理解したのである。Observa-
tions comple´mentaires aux communications officielles, in VPR, vol. １１, p.
５４８.
45 Circular of the Austrian Government to the different Courts of Ger-
many, Vienne, le２５Julliet,１８２０, in BFSP１８２０―１８２１, p.１１３０.
46 Propositions adresse´es par l’Autriche aux cours de France, de Grande
Bre´tagne, de Prusse, de Russie, Vienne, le ２８ aou＾t １８２０, Atti, vol. ５, pp.
１３９―１４０.
47 Me´moire du cabinet autrichien, Troppau, le ２３ octobre１８２０, Atti, vol. ４,
p.３２３.
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動をとる理由としてナポリに「最も近接した国」（４８）であることを指摘す
ると共に、「悲しむべき諸事態と直接の関係を提示する」（４９）規定として、
国内政体を変更しないことをナポリ王がオーストリアに約束した１８１５年
の同盟条約の秘密条項（５０）に言及している。この覚書は英国の立場を採用
したものであるとメッテルニヒは明言している（５１）。
これらオーストリアの初期の主張からは、政治的関係や縁戚関係、地
理的関係、そして条約の秘密条項という、両シチリア王国などのイタリ
ア諸国とオーストリアの間に存在する具体的な「関係」の質が、根拠と
して主張されている。ここでは、危険の存在の判断基準としての「諸事
情」とは、干渉国と被干渉国の間の何らかの個別具体的な関係の存在で
あるとの認識を窺うことができるだろう。
⑷ 規則の存在する事例
英国は、以上のように、「自衛原則」に基づき干渉が許容される事例
について、あらかじめ国際法規則で定めることに反対した。ただし、干
渉権について国際法規則がまったく存在しないという立場をとっていた
わけではない。英国の見解では、「１８１５年のパリ条約は、パリとウィー
ンの諸条約によって設立された事物の状態を、四国同盟の保護下に置く
ことだけをしなければならなかった」（５２）のであり、ここで同盟の保護下
に置かれているパリとウィーンの諸条約は、「ヨーロッパの領域制度」（５３）
を再建するものである。その結果、「ヨーロッパの領域的バランスが撹
乱される場合には、英国は実効的に干渉（interfere）できる」（５４）のである。
英国政府は、諸条約によって確立されたヨーロッパの領域制度が内乱に
48 Ibid., p.３２６
49 Ibid., p.３２８.
50 Copie d’un traite´ d’alliance conclu entre S.M.I. et R. Apostlique et S.M.
le Roi des Deux Siciles, Atti, vol.４, p.３３７.
51 Metternich a Esterhazy, Vienne,２４octobre１８２０, Atti, vol.５, p.２９２.
52 Memorandum on the Treaties of １８１４ and １８１５, Aix-la-Chapelle, Octo-
ber１８１８, in Temperley and Penson, supra n.１９, p.４２.
53 Ibid., p.４０.
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よって撹乱される場合における、列強の共同干渉権を承認しているので
ある。
英国政府は、正統性原則がヨーロッパ公法の基本原則でありその実現
のために共同干渉が認められるという主張は否定しているが、ヨーロッ
パ公法により保障されたヨーロッパの領域制度の保護のための共同干渉
は承認しているのである。
第３項 干渉問題についての集団的手続の妥当性
⑴ 大陸諸国の見解
① 会議手続の適用と被干渉国の同意
大陸列強は、正統性原則に基づく共同干渉権を、国際法規則として定
式化した。そして同時に、ナポリへの干渉を討議したトロッパウ会議や
引き続くライバッハ会議自体が示すように、この干渉に関する規則の適
用は列強の会議という集団的手続に服するとの立場をとった。ロシアに
よれば、「会同することによって、同盟諸国は、彼らの諸責務の第一の
ものおよび、１８１５年１１月８（２０）日の条約とそれに続くアーヘンの諸規定
の最も重要な条項のひとつを、履行した」（５５）のである。
前者は、四カ国の対仏同盟条約である四国同盟条約の第６条であ
る（５６）。同条項は次のように規定する。「本条約の実施を保証し容易にす
るため、および、今日世界の福利のために四主権者を結び付けている緊
密な関係を強固なものとするため、特定の時期において、諸主権者自身
の直接の主催のもとで、または諸主権者のそれぞれの大臣のもとで、重
大な共通の諸利益および、諸人民の平穏と繁栄および欧州の平和の維持
にそれぞれの時期において最も有益と判断される手段の検討に当てられ
る会合を、再び開催することに、締約国は合意した」（５７）。
54 The State Paper of ５ May １８２０; or the Foundation of British Foreign
Policy, in Ibid., pp.６２―６３.
55 Questions que pre´sente le de´veloppement ulte´rieur de la premie｀re par-
tie du protocole du７（１９）novembre ou de la partie intitule´e principes, le
５（１７）de´cembre１８２０, in VPR., vol.１１, p.６５１.
56 Bourquin, supra n.３, p.４０４.
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後者の１８１８年１１月１５日のアーヘン会議議定書では、「諸条約において
規定された諸約束とそこから生じる諸権利全体の厳格な尊重に基づく一
般平和の維持」のために五大国の会議を招集する場合、「それら会議が
他のヨーロッパ諸国の諸利益に特別に関連した諸事項を対象とする場合
には、当該会議は、上述の事項が関連するこれらの諸国の公式の要請の
帰結か、または当該諸国の直接もしくは全権代表による会議への参加権
の明示的留保の下においてのみ、開催される」（５８）と宣言されていた。
この規定に基づき、トロッパウ会議に引き続くライバッハ会議には、
シチリア王およびイタリア諸国代表が招待された。そして大陸諸国は、
これら会議の帰結としての両シチリア王国へ侵入するオーストリア軍に
ついて、「この軍隊はシチリア王の命令の下にあり、占領は過渡的な措
置に過ぎず、いかなる場合にも、両シチリア王国の政治的独立に少しの
侵害も及ぼさないであろう」（５９）と声明し、シチリア王自身も、「我々の王
国に向かう軍隊は、我々の忠良な臣民によって、敵とみなされてはなら
ず、単にこの王国の対内的および対外的平和の維持の為に必要な秩序を
保護し、その確立に寄与することを目的とするものとみなされなければ
ならない」（６０）と宣言している。したがって、この干渉は、被干渉国の元
首の同意に基づき、当該元首を支援するためのものであると認められて
いたと言うことができる。
大陸列強が、このように被干渉国の同意あるいは要請が条件とされて
いるとアーヘン議定書を解釈した（６１）背景には、正統性原則を自らが採用
していたことがあると思われる。正統君主の「自由意思」の保障を主張
する大陸列強自身が、当該正統君主の「自由意思」を無視して内乱に関
57 Clive Parry ed., Consolidated Treaty Series （hereinafter, CTS）, New
York: Oceana Publications,１９６９―１９８１, vol.６５, p.２９８.
58 CTS, vol.６９, p.３６７.
59 Circular（B.）to the Austrian, Prussian, and Russian Ministers at Naples,
Laybach, le１９／３１Janvier,１８２１, in BFSP１８２０―１８２１, p.１１７１.
60 Proclamation of the King of Sicily, Laybach, le ２３Fe´vrier, １８２１, in ibid.,
p.１１９１.
61 Bourquin, supra n.３, pp.４３４―４３７; Schroeder, supra n.３, p.６１１.
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与することは、正統性原則の自己否定に他ならないと考えられたのであ
ろう。
② 同意原則の限界
ただし、以上のようなヨーロッパの中小国の権利に対する配慮は、無
制限のものではなかった。このことは、スペイン問題などを討議した
１８２２年のヴェロナ会議について、ビュルテンベルク王国政府が発した回
状に明らかである。ビュルテンベルク王国政府は、「数多くの権原に
よって、ナポレオンがヨーロッパに対して僭称した影響力（influence）
を継承した諸国の叡智と無私が要求する信頼がいかなるものであれ、そ
れでも、未成年の諸国（E´tats mineurs）の独立のために、それほど見識
がなく寛容でない主権者たちによってこの後見（tutelle）が行使される
ことがないか、懸念しないことは難しい」と述べ、五大国の他の諸国に
対する優越性自体は承認する（６２）と同時に、中小国の実質的な参加を認め
ない列強の会議や決定の形態について、「これらの様々な外交上の革新
は、少なくとも、あらゆる独立国の不可侵の権利の明示的な留保を正当
化する」との懸念を示した（６３）。
このような批判に対して、メッテルニヒは、「ヨーロッパ政治は外交
代表システムに委ねられるべきであろうか。最も複雑な諸事項や最も繊
62 １９世紀ヨーロッパにおける列強の優越的地位は、法的なものではなく政
治的なものに過ぎないと主張する学説が存在する。Hermann Mosler, “In-
ternational Society as a Legal Community,”RdC, tome１４０（１９７４―IV）, pp.
２５―２６; Max Huber,“Die Gleichheit der Staaten,”in F. Berolzheimer, hrsg.,
Rechtswissenschaftliche Beitra¨ge: Juristische Festgabe des Auslandes zu
Josef Kohlers ６０. Geburtstag ９. Ma¨rz １９０９, Stuttgart: Verlag von Ferdi-
nand Enke, １９０９, pp. ９９―１０２. しかし、このビュルテンベルク王国の回状か
ら判断する限り、とくにヨーロッパ全体の秩序維持に関しては、中小国も
列強の一定の法的優越性を承認していたと解釈することができる。Bour-
quin, supra n. ３, p. ４３６. またライプシュタインも列強の法的優越性を承認
しているように見受けられる。Reibstein, supra n.３７, pp.３８９,４２０.
63 Circular＝Depesche des wu¨rttembergischen Kabinets（Copia Copiae,
Auszug）, Stuttgart, ２. Januar １８２３（nebst beigefu¨gten Randglossen Met-
ternich’s）, in Metternich,４. Bd., pp.２８―２９.
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細な諸問題は、相互に独立し、起立によって投票し、しばしば問題があ
りしばしば許容できない多数によって、３、４カ国の緊密な連合と信頼
できる熟慮が苦労してやっと満足の行くように規律することができる諸
利益について宣言する、４０人か５０人の代表団の会合で、図らずも取り扱
われることで利益を得るであろうか」（６４）、と記している。
このように、アーヘン議定書の尊重は、列強とその他のすべての諸国
の完全な平等を意味するものではない。大陸列強は、正統性原則がヨー
ロッパの一般利益に関わるとしながら、その実現のために会議という手
続を通じて行使される干渉権自体が列強にのみ帰属する点は、譲ってい
ないのである。
⑵ 英国の反対
① 正統性原則の否定
大陸列強のこのような主張に対して、英国政府は、会議手続の発動
が、正統性原則に基づく干渉権の規則化を根拠としていることを理由に
反対した。英国外相カースルリーによれば、「存在する危険が、我々の
諸条約の明白な侵害から生じたのならば、諸主権者および諸内閣の臨時
会合は明白な政策の手段であろう。しかし、危険が独立諸国の対内的動
乱から生じる場合には、そのような一歩の危険を冒すという政策は、よ
り一層疑問である」（６５）。
英国の見方では、この同盟は、とりわけフランスによる領域秩序の侵
害および、ナポレオンやその家族の復帰に備えるものである。たしか
に、「革命権力（Revolutionary Power）」もまたこの同盟の対象になって
いるが、それはフランスにおいて現実にすでに存在した軍事的性格の革
命権力を指すのであって、「現在と同様に当時ただあまりに一般的に
ヨーロッパ中に流布していた民主制諸原理（Democratic Principles）」（６６）を
64 Ibid., pp.３０―３１.
65 Lord Castlereagh to Lord Stewart, Foreign Office, September １６, １８２０,
in Castlereagh, supra n.１２, p.３１２.
66 The State Paper of ５ May １８２０; or the Foundation of British Foreign
Policy, in Temperley and Penson, supra n.１９, p.５４.
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対象とするものではない。英国が問題視するのは、このような民主制諸
原理自体の抑圧という原則に基づいて、「おそらく将来の危険を胚胎す
る何らかの大きな政治的事態が発生する場合には常にこのようなありう
る結果的な危険に関わる何らかの管轄権（Jurisdiction）を行使する責任
を集団的に担うことが、諸同盟国に帰属するとほとんど当然のこととし
てみなされる」という観念なのである（６７）。
英国によれば、ナポリにおける革命は確かに他国に対する危険を有す
るが、危険の度合いは国家によって異なるので、例えば英国とオースト
リアが共同で行動することはできない（６８）。したがって、「オーストリア
は、自分自身の責任で、かつ、五大国の名の下にではなく自分自身の名
の下に、自己の措置を採用しなければならない。そしてオーストリア
は、他の諸国がオーストリアに与える用意のあるかもしれないような黙
認や承認を受容して、自己に行動を決意させた諸根拠に基づいてその行
為を正当化することに満足しなければならない」（６９）。英国にとっては、
ナポリへの干渉は、正統性原則に基づく法規則によってではなく、個別
国家の「自衛原則」に基づき個別の事情に照らして正当化されるもので
ある以上、干渉を正当化する事情が存在するか否かについては、各国が
自己の責任で判断すべきであり、列強の会議による討議は適切ではない
のである。
② 連邦制の導入への反対
英国政府によれば、このように規則化された民主制諸原理の抑圧とい
う正統性原則に基づく干渉権を、列強の会議を通じて実施することは、
ヨーロッパに「連邦制（federative system）」（７０）を導入することに相当す
る。すなわち、「英国政府は、既存の諸条約の下で、何らかのそのよう
な一般的諸権力を諸同盟国としての性格において保有する資格を同盟が
67 Ibid., pp.５４―５５.
68 Lord Castlereagh to Lord Stewart, Foreign Office, September １６, １８２０,
in Castlereagh, supra n.１２, p.３１５.
69 Ibid., p.３１６.
70 Visct. Castlereagh to the British Ministers at Foreign Courts, Foreign
Office,１９th January,１８２１, in BFSP１８２０―１８２１, p.１１６１.
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与えられているとは捉えないし、他の諸国の諸権利と両立しない至高性
（supremacy）を自らに帰属させることなしには、すなわちヨーロッパ
にとって扱いにくくその目的にとって不効率であるのみならず、多くの
重大な不便をもたらす連邦制をヨーロッパに導入することなしには、こ
のような尋常ならざる諸権力が新規の外交的取り極めに基づいて保有さ
れうるとも考えない」（７１）のである。
同政府の見立てでは、「この同盟は、フランスの軍事的支配からの
ヨーロッパ大陸の大部分の再征服と解放のための連合であった。そして
征服者を鎮圧した後、和平によって設立された領域保有状態を同盟の保
護下に置いた。しかしながら、この同盟は、世界統治（the Government
of the World）のためまたは他の諸国の対内諸事項の監督（the Superinten-
dence for the Internal Affairs of other States）のための連合としては、決
して意図されてはいなかった」のである（７２）。同盟条約の規定は、ウィー
ン会議などで設立されたヨーロッパの領域秩序の侵害についてのみ適用
されるものであって、各国の単なる内乱には適用されない。もしそのよ
うな内乱にも正統性原則に基づき同盟の手続を発動するなら、それは、
同盟を「世界統治」ないし「対内諸事項の監督」の機構の地位に押し上
げることになるのである。
英国政府が、このような正統性原則に基づく連邦制の導入に反対する
実質的根拠は、そのような解釈が、同盟自体を破壊することにつながる
点にある。すなわち、「事実は、我々はすべての主題について同じよう
に感じることはないし、感じることはできないということである。我々
の位置（Position）、我々の諸制度（Institutions）、考え方の諸習慣（Habits
of thinking）、および我々の人民の諸先入観（prejudices of our People）は、
我々を本質的に異ならせている。我々は、すべての問題において同じよ
うに推論し同じように感じることはできない。もしそうするなら、我々
はそれぞれの国民の信頼を失うことになり、そしてまさにそのような不
71 Ibid.
72 The State Paper of ５ May １８２０; or the Foundation of British Foreign
Policy, in Temperley and Penson, supra n.１９, p.５４.
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能さの感情がまもなく同盟を憎悪および不信の対象とするであろう。他
方で、我々が同盟を常識的な諸制限のうちにとどめ置くなら、代表制の
諸政府（Representative Governments）および、より純粋に君主制的な
（Monarchical）諸政府は、それぞれの政府が基礎づけられている第一の
諸原則を放棄したという印象を作り出すことなしに、それぞれ共通利益
および同盟の下でのそれらの諸責務を履行するための共通の施設を見出
すことができるだろう。そのとき、それぞれの政府は、同盟がそれに対
して備えることを特定的に意図されている危険が実際に存在する際には
常に、全員が同盟に共通の避難所および果たすべき共通の責務を有して
いることを常に想起しつつ、独立行動（independent Action）のしかる
べき能力を維持するであろう」（７３）。
この議論からは、英国の見方では、会議手続の発動が正当か否かの評
価の分岐点は、最終的には、代表制か君主制かという国家の政治体制の
評価について、国際法の規律の枠外に留めて、それぞれの国の位置、諸
制度、習慣や人民の諸先入観に委ねるか、それともこれらそれぞれの国
固有の事情を排して、正統性原則のような「国際法の制度」によって画
一的に規律するか、という点にあると解釈することができる（７４）。英国
は、このような「対内諸事項」の評価にも国際法の画一的規制を及ぼし
会議手続によって実施しようとしても失敗するに違いなく、そのような
試みは同盟自体を破壊することになると主張したのである。すでに引用
したように、英国は干渉権の規則化が一般利益や主権を害すると主張し
ていたが、この侵害とは具体的には、ここで述べられている、国内政治
体制の国際法による規律およびその帰結としての同盟の破壊を指すとみ
ることができるだろう。
また、すでに引用したように、英国は、会議手続の発動には反対した
73 Ibid., p.５８. 下線部は原文イタリック。
74 ここで英国が理解している大陸諸国の立場は、タレーラン（Talleyrand）
がウィーン会議で主張したとされる、正統性原則を基礎に国際法と国内法
を包括するヨーロッパ秩序としてのヨーロッパ公法理解に合致するものと
捉えることができるだろう。この点については、von Bogdandy und Hing-
hofer-Szalkay, supra n.３６, pp.２２２,２２９―２３２.
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が、オーストリアが「自己が異なった状況に置かれていると感じうるこ
とを十分認める」として、「特別の事例の諸事情」に照らしたオースト
リアの「独立行動」を承認していた。この個別具体的な諸事情としてオー
ストリアは、政治的関係や縁戚関係、地理的関係、条約という両国間の
関係を挙げていた。ここで英国は、このような「諸事情」を、それぞれ
の国の位置、諸制度、習慣や人民の諸先入観と表現していると言える
が、両国は異なる基準を提示していると考える必要はないであろう。こ
こで英国が主張しているのも、他国の内乱についての一国の行動は、当
該他国との関係における、自国の位置、諸制度および習慣の性格づけに
よって決定されるという趣旨と解釈することができるのである。
第４項 国際法の論証：条約・先例・学説
大陸諸国と英国は、正統性原則に基づき諸国の既存の国内政体を維持
するためにあらゆる革命に対して干渉が許容されるという国際法規則が
存在するか否かについて、意見を異にしていた。大陸諸国はこのような
規則の存在を肯定した。これに対し英国はこれを否定し、どのような場
合に干渉が正当化されるか否かは規則化できず、個別具体的な諸事情に
照らしてその適法性が判断されるに過ぎないと主張していた。それで
は、大陸諸国および英国は、それぞれどのように自己の立場を論証して
いるのだろうか。
⑴ ロシア
トロッパウ議定書の作成を主導したロシアは、既に検討した英国の見
解に沿ってオーストリアが作成した覚書に対する反論において、「同盟
諸国がナポリの諸事項に干渉する権利を有する」根拠として、「両シチ
リア王国が示す事例は決して新しいものではなく、厳密に類比的な
（analogue）状況において同盟諸国は、当時平和と一般的安全を撹乱し
た一国の対内諸事項への干渉権を自らに承認してきた」ことを指摘する。
すなわち、四国同盟条約は、１８１５年におけるナポレオンに対する同盟を
戦後も維持するものだが、そこでは、「正統王朝の王位を国民が覆す」
場合および、「フランスにおいて現在と過去を和解させた基本法を王朝
《論 説》
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が覆す場合」の二つの場合が、同盟の発動原因として規定されていた。
ナポリについてはこのような明示的規定は存在しない。しかし「成文法
はすべての可能な事例を予見することはできないし、そのうえまた、首
尾一貫するためには、予見された事例のために設定された諸規則を、明
示的には性質決定されてはいない事例が諸事情の際立った同一性を提示
する場合に、後者に適用することができないことがあろうか」と主張し
た（７５）。ここでロシアは、四国同盟条約の規定の類推適用を主張している
と言えるだろう。
また、同じ文書でロシアは、「国際法の古来の諸格率（les maxims
imme´moriales du droit des gens）も同様に肯定的である」として、「いか
なる者も、第三者を害して権利を行使することを許容されない」との規
則に言及している。そして、「ところでヴァッテルは言う、『もしいずれ
かの場所に、他国を害し、蹂躙し、対内的な諸問題を引き起こそうと常
に構えている貪欲で悪意ある国民があるなら、当該国民を鎮圧し、罰
し、害することができない状態に常に置くためにさえ、団結する権利が
すべての者にあることは疑いない』」とヴァッテルの第２巻第４章第５３
節を引用している（７６）。
ロシアが引用する第５３節は、「安全権（Droit de su＾rete´）についておよ
び諸国民の主権と独立の諸効果について」という章に置かれている。こ
の節およびそれに先立つ四つの節でヴァッテルは、「安全権」について
説明しており、国民は自己保存、自己とその状態の完成という責務を自
然法によって課されており、それに対応して、あらゆる侵害（le´zion）
から身を守る権利をもつと述べる。安全権からは、不正に対する抵抗権
（droit de re´sister）、賠償請求権（droit de poursuivre la re´paration）、制
裁権（droit de punir）が生じ、これら三つの権利は、正当戦争の根拠を
与える諸原則と同一のものとされている（７７）。
75 Re´ponse du cabinet de Russie au Me´moire pre´sente´ par le cabinet
d’Autriche dans la confe´rence du１１―２３ et aux communications faites par
le cabinet de Prusse dans la confe´rence du１７―２９ octobre, Atti, vol. ４, pp.
３５１―３５２.
76 Ibid., p.３５３. 下線部は原文イタリック体。
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また、トロッパウ議定書の採択後に、オーストリア政府が諸国の国内
政体の維持の「保障合意（acte de garantie）」を新たに締結することを
提案する（７８）と、ロシア政府は、そのような保障はすでに国際法上存在す
るので不必要であるとして、この提案を拒否している。ロシアによれ
ば、「ウィーン会議一般議定書とそれに関連するすべての諸合意と諸条
約によって設立された公法」（７９）によって、「対内諸制度の合法秩序を維持
するための干渉権（droit d’intervenir）」（８０）は既に承認されている。すな
わち、「もし、実際にこれらの合意が対内諸制度の合法秩序、より正確
な表現を使えば、王権およびそれに依存する諸権力の正統性を保障して
いないなら、もし、これらの既存の諸条約がこの保障に、領域の保有状
態（l’Etat de possession territoriale）の保障を結合させていないなら、既
存の諸条約の目的や帰結は何なのか、また、大同盟、すなわちこれらの
合意を締結しそれらの合意に集団的な署名を付与したすべての諸国の一
般的同盟の本質はどこに存するのかと、まさしく自問することができる
であろう」（８１）。ロシアは、「１８１５年１１月２０日の条約と、１８１８年１１月１５日の
補完的な諸合意の、たとえ文言ではないとしても、その精神（esprit）
は、彼らが世界にもたらした平和を、革命がいかなる国やいかなる土地
に新たな災厄を引き起こすものであるとしても、その革命の再発がその
平和を脅かす侵害から守る事実上の義務を、同盟諸国に課している」（８２）
77 E. de Vattel, Le droit des gens, ou principes de la loi naturelle, ap-
plique｀s a｀ la conduite et aux affaires des nations et des souverains, １７５８,
reprinted in Buffalo: William S. Hein & Co., Inc., １９９５, livre II, chapitre iv,
para.４９―５３.
78 Me´moire du cabinet autrichien sur quelques mesures ge´ne´rales a｀
adopter pour arre＾ter le progre｀s des re´volutions, Atti, vo.５, pp.３７４―３８５.
79 Questions que pre´sente le de´veloppement ulte´rieur de la premie｀re par-
tie du protocole du７（１９）novembre ou de la partie intitule´e principes, le
５（１７）de´cembre１８２０, in VPR., vol.１１, p.６４８.
80 Ibid.
81 Ibid., p.６４９.
82 Статс-секретарьК.В. НесселродепослувЛондонеХ.А. Ливеи, ２８
октября（９ноября）１８２０г., in VPR, vol.１１, p.５７９.
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とし、トロッパウ議定書は、これら条約の「精神」の具体化であると解
釈したのである。
さらにロシアは、従来の慣行によって自己の解釈を補強している。
「もし、ヨーロッパ諸国が、自己を統治する権力（外交的諸取り極めに
おいて、唯一国家を代表する権力）を承認させる共通かつ個別的義務を認
めていなかったとするなら、なぜ、個々の主権者は、自己の戴冠の際
に、通知状を発することによって他の主権者たちの前で自らを正統化す
ることに熱心になるのであろうか。この慣行（usage）は、十分に『正
統性原則（le principe de la le´gitimite´）』に有利に問題を扱っている。し
かし、この慣行は、ヨーロッパ同盟がすべての政府の間に相互的な連合
を強固にし、ヨーロッパの平和についてすべての政府に連帯責任を負わ
せて以降、制定法（loi）となっている。同じ理由づけが、対内諸制度に
おける合法秩序にも当てはまる。……すべての他国か、少なくとも大部
分の他国の同意なしには、ヨーロッパ諸国の一国の対内組織において根
本的な変更は確立することができないと原則的に規定することができる
のは、すべてのヨーロッパ諸国の間の事実上の協定（convention vir-
tuelle）の帰結である。……先の王位継承の事例におけるのと同様に、
ここで我々は、この義務は今日ヨーロッパ諸国の結びつきを規律する連
合と連帯のシステムによってより実定的（positive）になり、危険かつ
犯罪的な諸変化に非難を加えるために従うべき行動の諸規則について合
意するのはヨーロッパ諸国のみにかかっている、と付け加えよう」（８３）。
ここでは、「公法」によって領域秩序が保障されていることは大前提
とされており、それに加えて、従来慣行として存在した「対内諸制度の
合法秩序」も「公法」を構成する既存の諸条約によって保障されており、
その結果、干渉権が列強に承認されることが主張されている。
83 Questions que pre´sente le de´veloppement ulte´rieur de la premie｀re par-
tie du protocole du７（１９）novembre ou de la partie intitule´e principes, le
５（１７）de´cembre１８２０, in VPR., vol.１１, p.６５０.
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⑵ 英国
不干渉原則を主張した英国の見解は、「ヨーロッパ法」はヨーロッパ
の領域秩序のみを法的に保護しているのであって、国内秩序は保護され
ておらず、したがって、干渉権は認められないというものであった。
トロッパウ会議に提出された英国の覚書においては、「フランスに関
する１８１５年の諸取り極めは、ヨーロッパに恐怖を与えた当該国の革命が
帯びた抑圧的かつ征服的な性格に、明示的に基礎づけられていた。しか
しそこから、同じ政治的ステップが、すべての他の革命に普遍的に適用
されうるということにはならない」と指摘されていた（８４）。
また、英国外相カニングによれば、「我々の諸義務は、私の思うとこ
ろでは、ヨーロッパ法（the law of Europe）の一部をなす公的諸条約か、
宮廷間の外交的諸取り極めの中に見出されなければならない。私は、公
開されているものであれ、外務省の資料庫に記録されているものであ
れ、これらのどちらかの種類の文書のいずれかに、この国が独立諸国の
対内諸関心に武力または脅迫によって自ら干渉することか、あるいは他
の諸国の干渉を支援し、扇動し、あるいは支持することを義務づける諸
義務を見つけ出そうとして途方にくれている。ボナパルト一族のいずれ
かの血統によるか、それを代表しての、フランス王国の王位に対する企
てという特定事例における、フランスへの干渉の特別の約束は、私が
知っている唯一の例外である。そしてそれは、非常に入念に特定化され
ている例外であり、原則を証明するものである。私が規則と考えている
のは、我々の諸約束は、和平において処理された領域の所有状態、すな
わち国家間の諸事項の状態にもっぱら言及しており、（上述した唯一の例
外を除いて）いずれの国の国内の諸事項にも言及していないというもの
である」（８５）。ここで例外とされているフランスに関する規定は、１８１５年
１１月２０日の四国同盟条約の２条と３条である（８６）。
英国は国家実行上の先例にも依拠している。スペインの革命政権打倒
84 Traduction d’une note de lord Castlereagh, Atti, vol.４, pp.３９４―３９５.
85 George Canning to H. Wellesley, Gloucester Lodge, Sept. １６, １８２３, in
Stapleton, supra n.２３, pp.３７４―３７５.
86 CTS, vol.６５, pp.２９７―２９８.
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１８８（７３）
のためのフランス軍の侵入に際して、英国外相カニングは、「もし我々
が、ヨーロッパのすべての主権者が自己の職務を遂行する際の自由と束
縛の程度を調査する任務を自らに課すならば、不確実性と干渉に終わり
はない。……王は、現実に廃位されるまでは、自らが元首である国民を
代表するのである。この原則はフランス革命においてすべてのヨーロッ
パによって遵守された。彼らは……、王の廃位がそれまで信任状の付託
されてきた権力を消滅させるまでは、パリから使節を引き上げなかっ
た」（８７）と記述し、フランス革命の先例を持ち出して、王が廃位されるま
では、現実に王が存在する政府を、その政府が王の自由意思に基づくも
のであるか否かは問わずに、その国を代表する政府とみなすべきことを
主張している。
第２節 １８２０年代中盤における正統性原則の挫折
１８２０年代中盤、ラテンアメリカ諸国の独立問題とギリシア独立問題へ
の対処を契機に、正統性原則に基づく大陸列強の共同干渉権の主張は破
綻を来たすこととなる。
第１項 中南米のスペイン植民地の独立（８８）
⑴ スペインによる会議要請
中南米のスペイン植民地は、既に１８１０年代から独立戦争を展開してい
たが、１８２０年代半ばには、多くの地域でスペインの権力を排除すること
に成功していた。１８２３年末、フランス軍の侵入によって革命を鎮圧し、
自由を回復したスペイン王は、「同盟諸国の全権が、アメリカの反乱諸
国の事項の調整においてスペインを援助できる」ように、パリで会議を
開催することを要請した（８９）。
この問題に関する大陸列強の意図は、「ヨーロッパ同盟がイタリアに
87 George Canning to Sir William a｀ Court, Foreign Office, June ６, １８２３, in
Stapleton, supra n.２３, pp.３９１―３９２.
88 中南米諸国の独立をめぐる国際関係の推移については、Schroeder, supra
n.３, pp６２８―６３６; Temperley, supra n.３, pp.１０３―１８６; Bourquin, supra n.３,
pp４４２―４４９. などをみよ。
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おいてオーストリアに委任し、スペインにおいてフランスに委任した役
割を、今回の場合においてはアメリカの平定のために英国が果たす」（９０）
ことであった。したがって、大陸列強は、中南米のスペイン植民地の反
乱に対しても、正統性原則に基づく共同干渉権を行使し、実際の行動は
英国政府に委任することを計画していた。
しかし、英国政府は、このような大陸列強の意図を背景とするスペイ
ンの会議要請を拒絶した。英国政府によれば、「大陸においては、まっ
たく誤った原則から出発している」のであり、「諸国は、どんなもので
もあらゆる事項に影響力を行使するための裁判所に自らを任じることが
できると考えている」。ウィーン会議の諸合意は、フランスの過大な影
響力の打破だけを目的とするものであり、同盟国の共同行動の対象はこ
の諸合意によって特定されている。近年の歴史は、ナポリ、ヴェロナ、
現在という三つの段階によって特徴づけられるが、「この第三の時期は、
完全に海洋的かつ通商の問題であって、したがって英国の領域に属する
問題に到達した」。しかし、「諸国の影響力は、大陸の諸境界において終
わるのである」（９１）。
⑵ 英国による中南米諸国の承認
このように中南米諸国の独立問題への列強の共同干渉を拒絶した英国
政府は、１８２５年には中南米諸国の独立承認に踏み切った（９２）。ここにおい
て、正統性原則を正面から否定する英国政府の立場が明確化された。
英国政府は、中南米諸国の承認が「一般国際法（general International
89 Count Ofalia to His Catholick Majesty’s Ambassador at Paris, and Min-
isters Plenipotentiary at St. Petersburgh and Vienna, in BFSP １８２３―１８２４,
p.５６.
90 Посол в Лондоне Х.А. Ливеи управлющему министерством
иностранныхделК.В.Несселроде,１８（３０）ноября１８２３г. in VPR, vol. １３,
p.２５６.
91 Neumann to Metternich, Londres, ４ julliet １８２４, in Temperley, supra n.
３, p.５３５.
92 Schroeder, supra n.３, pp.６６４―６６５.
《論 説》
１８６（７５）
Law）」違反であるというスペイン政府の批判に反論して、旧スペイン
植民地諸国の住民の行動による英国民の権利侵害に対して、これらの地
域の支配を失っているスペインに責任を負わせ、これらの未承認諸国を
無責任状態に置くことや、これらの行動を海賊行為とみなすことは実際
的でないので、「英国には、……スパニッシュアメリカ諸国の国家とし
ての政治的独立を承認し、したがって、文明諸国民が相互に尊重するこ
とを義務づけられており、相互に請求する資格を与えられている諸権利
と諸義務の範囲内にこれらの諸国をもたらす以外の選択はなかった」の
であり、「フランス革命に対する、ヨーロッパ諸国の行動の参照や、英
国自身の行動の参照さえ、……事実上の政府の承認の豊富な事例を想起
させるだけ」であると反論した（９３）。
英国政府の立場に対して、正統性原則に基づく承認論に真っ向から対
立するものであるとして、大陸諸国は強い非難を浴びせた（９４）。
スペインの中南米植民地の独立問題においては、正統性原則に基づく
列強の共同干渉権の主張をこの問題にも適用しようとする大陸列強と、
これと正面から対立する「事実上の政府の承認」原則を明確に打ち出し、
93 Note of Mr. Secretary Canning to the Chevalier de Los Rios, relative to
Spanish America, Foreign Office, March ２５, １８２５, in BFSP １８２４―１８２５, pp.
９１２―９１４. この「事実上の政府の承認」は現代国際法では、実効的支配の確
立を基準とする国家承認であり、政府承認とは区別されているが、政府や
国家成立の正統性を問題とせず、実効性のみを基準とするという点では同
一の問題と捉えることができ、正統性原則が焦点となっていた当時のヨー
ロッパでは、おそらくそのような観点から、両者を区別せずに「政府の承
認」と呼んでいたのであろう。
94 例えばロシア政府によれば、諸植民地の独立を承認することは、第三者
の財物を、当該第三者の同意なく処分することであり、「スペインになお残
された唯一の成功の手段をスペインから永遠に奪い取ることである。この
ような手段は、ヨーロッパ同盟を、その最も栄光に満ちた諸先例と矛盾し
た立場におくことになる。なぜなら、ヨーロッパ同盟は、他の半球におけ
る革命の結果を是認するためだけに、旧世界において休みなく革命と戦っ
てきたことになる」。Aper u ge´ne´ral de nos relations politiques depuis
l’entrevue de Tchernovitz,１６（２８）июня１８２４г., in VPR, vol.１３, p.５００.
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他の列強の干渉を排除しようとする英国政府の原則的対立がより明瞭な
ものとなったのである。
⑶ モンロー宣言（９５）
① モンロー宣言
さらに、この問題には、以上のような、ヨーロッパ諸国間における
ヨーロッパ公法の解釈を中心とする対立とは別に、いわゆるモンロー宣
言によって、アメリカ合衆国も態度を表明した。１８２３年１２月の議会演説
において、合衆国大統領モンロー（James Monroe）は、ヨーロッパ同盟
諸国の政治体制はアメリカの政治体制とまったく異なることを指摘し、
「我々は、これらの諸国のシステムをこちらの半球のいずれかの部分に
拡大しようとするこれらの諸国の試みを、我々の平和と安全に対して危
険なものとみなす。いずれかのヨーロッパ国家の諸植民地や諸従属領に
ついては、我々は干渉（interfere）してこなかったし、干渉すべきでも
ない。しかし、独立を宣言かつ維持しており、深い考慮と正当な諸原則
に基づいてその独立を我々が承認した諸政府については、それらの政府
を抑圧し、あるいは何らかの方法でその運命を支配する目的での、あら
ゆるヨーロッパ国家のあらゆる介入（interposition）を、合衆国に対する
非友好的姿勢以外の観点においてみることはできない」と述べた。すな
わち、欧州諸国との関係では、米国は欧州諸国に干渉せず、事実上の政
府を正統政府とみなすが、「我々の平和と幸福を危険に曝すことなく、
同盟諸国がどちらかの大陸のいずれかの部分に同盟諸国の政治体制を拡
大することは、不可能である。また、我々の南の兄弟諸国が、放ってお
かれれば、自発的に同盟諸国の政治体制を受容するなどと信じることは
できない。したがって、いかなる形態であれ、このような介入を、我々
が無関心にながめることも、同様に不可能である」と宣言した（９６）。
ここで注目すべきは、アメリカ合衆国政府は、アメリカ大陸内におい
95 モンロー主義の歴史的展開については、Dexter Perkins, A History of
Monroe Doctrine, Boston: Little, Brown and Company,１９５５；中嶋啓雄『モ
ンロー・ドクトリンとアメリカ外交の基盤』ミネルヴァ書房、２００２年、な
どをみよ。
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ては、新独立諸国へのヨーロッパの干渉を禁止し、人民主権に基づく政
治体制しか承認しないと主張していると解される点である。すなわち、
米国は、米州においては、大陸列強と正反対の意味での正統性原則が妥
当すると主張していると考えられるのである。
② 米州国際社会の萌芽
このような、米州諸国の独立と民主政体の保護という理念は、中南米
諸国にも好意的に受け入れられた（９７）。とくに、ラテンアメリカ独立運動
の指導者で当時ペルーの大統領だったボリバル（Simo´n Bol l´ var）が米州
諸国を招請し開催された１８２６年のパナマ会議は、モンロー宣言の内容を
米州諸国共同で宣言し、米州諸国の独立と平和維持のための米州諸国の
連合を形成することを目的としていた（９８）。
すなわちボリバルは、ペルー代表団への訓令において、「スペインや
あらゆる性質の外国の支配に対抗する統合、連盟および恒久的連合の偉
大な協約が、最も厳粛な仕方で更新されることを確保するためにあらゆ
る努力を尽くす」こと、そして、会議が発表する宣言が、「ヨーロッパ
諸国が将来のこの大陸の植民地化のあらゆる考えを放棄する必要性に関
連し、そして我々の国内諸事項への干渉の原則に反対する、合衆国大統
領によって去年の議会への教書においてなされたような精力的かつ実効
的な宣言を含むようにすること」を命じていた。また、「この偉大な米
州諸国の連邦会議において合意された諸条約は、それぞれの政府によっ
て適切に批准された後、アメリカ公法（the public law of America）とし
96 Message of The President of The United States, to both Houses of Con-
gress, December２nd,１８２３, in BFSP１８２３―１８２４, pp.１７―１９.
97 Joseph Byrne Lockey, Pan- Americanism: Its Beginnings, New York:
The Macmillan Company,１９２６, chap. VI.
98 パナマ会議の経過については、Lockey, ibid., chap.VIII, をみよ。また、
Alejandro Alvarez, The Monroe Doctrine: Its Importance in the Interna-
tional Life of the States of the New World, New York: Oxford University
Press, １９２４, pp. １２―１５, 中嶋、前掲書（註９５）、１４５―１５３頁；Josef L. Kunz,
“Panamerikanische Konferenzen,” in Hans- Ju¨rgen Schlochauer, hrsg.,
Wo¨rterbuch des Vo¨lkerrechts, ２. Bd., Berlin: Walter de Gruyter, １９６１, p.
７２９, などもみよ。
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て発布され、そしてそれに参加するすべての国にとって義務的とされ
る」ように努力することが指示されている（９９）。
この会議自体は失敗に終わった（１００）。しかし、以上のような事実は、
モンロー宣言が、その米州諸国の独立の理念が米州諸国に受容されるこ
とによって、汎米主義（１０１）とも呼ばれる米州国際社会の組織化の重要な
契機となったことを示すものと考えることができる（１０２）。
第２項 ギリシア独立戦争（１０３）
⑴ ペテルブルク会議の決裂（１８２５年）
オスマン帝国支配下のギリシアにおいては、１８２１年以来、ギリシアの
独立を目指す反乱が継続していた。ヨーロッパ列強は当初は静観してい
たが、１８２４年、ロシアはギリシア問題についての列強の会議を提案し
99 Instructions that are to govern the Conduct of the Ministers Plenipoten-
tiary from Peru to the Great Congress of the Isthmus of Panama, May１５,
１８２５, in Alvarez, supra n.９８, pp.１５０―１５３.
()１００ Lockey, supra n.９７, chap. VIII.
()１０１ ロッキーによれば、汎米主義とは「他と区別された政治的存在としての
米州という概念」であり、ヨーロッパにおいて政治システムとしての勢力
均衡が国際政府への第一歩と捉えられるのに対応して、国際的な米州政府
に向けた一歩である。Ibid., pp. ３１―３２. そしてこのような国際的米州政府へ
の萌芽である汎米主義の基礎となっているのが、いくつかの憲法的な諸原
則である。ロッキーは、独立、政治的理念の共同性、領土保全、法による
力の代替、不干渉、平等、協力の六つを、憲法的原則として挙げている。
Ibid., pp.３３―３５. また、Josef. L. Kunz,“Panamericanismus,”in Schlochauer,
supra n.９８, pp.７３２―７３４, もみよ。
()１０２ Gordon Connell- Smith, The Inter- American System, London: Oxford
University Press,１９６６, pp.３,５,７.
()１０３ ギリシア独立をめぐる国際関係については、Schroeder, supra n. ３, pp.
６１４―６２１,６３７―６６４; Bridge and Bullen, supra n. ３, pp. ４５―４７; Temperley, su-
pra n. ３, pp. ３１９―３６２, ３９０―４０９; Shchulz, supra n. ３, pp. ８９―１０２; Yannis A.
Stivachtis, The Enlargement of International Society: Culture versus An-
archy and Greece’s Entry into International Society, London; Macmillan
Press Ltd,１９９８. などをみよ。
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た。英国は会議参加を拒否したが、残りの四大国は、ペテルブルクで会
議を開催した。
① ロシアの主張
ペテルブルク会議の時点までにおけるロシアの立場は、次のようなも
のであった。１８２４年１月の覚書によれば、ギリシア問題の討議は、
「ヨーロッパ同盟の諸原則の有益な適用」であり、ロシアの立場と、
「ヨーロッパの共通利益（inte´re＾ts communs de l’Europe）」の双方が、討
議の不可避性を示している。すなわち、「同盟諸国はすべて、一般平和
の保守に協力するということを神聖な責務と捉えている。しかし、トル
コ政府とモレア、エーゲ海の島々の紛争が続く限り、そこにおいて革命
と無政府状態が支配する限り、非常に正当な配慮の対象であるこの平和
は、現実のものでもないし、完全でもない」。このような一般平和を危
うくする内乱を終結させるための和平案が提示され、トルコ駐在の列強
外交使節を通じて、「トルコ人に、友好的かつ集団的な干渉という単純
な原則を受け入れさせる」ことが提案された（１０４）。
このようにロシアは、ヨーロッパの一般平和の維持という「ヨーロッ
パ同盟の原則」に基づき、ギリシア問題に列強が集団的に干渉すること
を提唱した。一般平和の内容としては、「革命と無政府状態」の鎮圧と
いう正統性原則が強調されている。
しかし同時にロシアは、トルコが列強による「干渉の原則」を拒否し
続けた場合における、強制措置の使用の必要性を訴えていた。ロシア政
府は、１８２５年４月、「一度干渉すると決意した以上、同盟諸宮廷は、自
らの干渉が直面するあらゆる障害と戦い、それに打ち克つことを決意し
なければならず、必要な場合には強制措置を共同で行使することを決意
しなければならないように思われる」（１０５）として、「できる限り速やかに
戦争を終結させることの緊急性と、ギリシア人の側の拒絶のみならず、
()１０４ Me´moire sur la pacification de la Gre｀ce, ９（２１）января１８２４г., in VPR,
vol.１３, pp.３０８―３１４.
()１０５ Управлющий министерством иностранных дел К.В. Несселроде
посланникувБерлинеД.М. Алопеусу, послувПарижеК.О. Поццо-ди-
БоргоиД.П.Татищеву,４（１６）апреля１８２５г., in ibid., vol.１４, p.１２９.
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トルコ宮廷の拒絶の可能性に鑑みて、トルコ宮廷に対する強制措置の行
使もまた、ありうるものとして認められなければならない」（１０６）と主張し
た。
② オーストリアの反論
他方オーストリア政府は、正統性原則に基づき、列強が交戦当事者に
対して意見を表明する際には、「これらの当事者の性質の違いを忘れな
いよう配慮しなければならない。トルコ宮廷の道義的状況がいかなるも
のであれ、諸宮廷にとってトルコ宮廷は合法権力（pouvoir re´gulier）の
価値を有する。叛徒は、正反対の性格を有する」（１０７）と考え、「わが宮廷
は、トルコ宮廷の意思を強制するための武力手段（moyen des armes）
の行使の提案には、それが敵対的かつ積極的な作戦行動によるものであ
れ、トルコの諸州のいくつかの占領によるものであれ、決して賛成しな
い」と宣言し、「武力の範囲外にある、トルコ政府に対する強力な強制
措置として」、独立承認の威嚇を提案した（１０８）。
しかし、このギリシア独立承認の威嚇の提案に対しては、逆にロシア
政府が、「このような観念がオーストリアの地に生じ、常に正しい諸原
則の保護者であり革命とその危険な勝利の敵であると宣言してきた政府
によって一瞬でも認められるとは、考えることができない」（１０９）と、同様
に正統性原則に基づいて強く反発した。
結局、武力行使の提案も、ギリシア独立承認の威嚇の提案も合意され
ることはなく、ペテルブルク会議は無期休会になり、８月には、ロシア
()１０６ Ibid., pp.１３４―１３５.
()１０７ De´pe＾che de Mr. le prince de Metternich a｀ Mr. le comte d Lebzeltern a｀
St. Petersbourg, Vienne le １５ janvier １８２５, in Anton Freiherrn von
Prokesch-Osten, Geschichte des Abfalls der Griechen von tu¨rkischen
Reiche im Jahre １８２１ und der Gru¨ndung des hellenischen Ko¨nigreiches,
aus diplomatischen Standpunkt, Wien: C. Gerold’s Sohn, １８６７, ４Bd., pp.
１４７―１４８.
()１０８ Extrait d’un rapport de Mr. le comte de Lebzeltern sur les confe´rences
de St. Petersbourg, in ibid., pp.１５７―１５８.
()１０９ Ibid., p.１５８.
《論 説》
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皇帝が、今後ギリシア問題については他の列強と協議しないことを通告
した（１１０）。
⑵ 英露議定書（１８２６年）からナヴァリノ海戦（１８２７年）への展開
１８２６年に入ると、あくまで正統性原則に固執するオーストリア政府と
決別したロシア政府は、英国に接近し、正統性原則の破綻は公然のもの
となる。
１８２６年４月４日、英露はギリシア平定に関するペテルブルク議定書を
締結し、ロシアは、ギリシア・トルコ関係の処理を当面英国の調停に委
ねた。さらに両国は、同年後半には、他の三大国に対して英露議定書へ
の参加を要請した。正統性原則に固執するオーストリアとプロイセンは
この要請を拒絶したが、フランスは英露の協調行動への参加を表明し
た。その結果、１８２７年７月に三カ国はロンドン条約を締結し、仲介の前
提として交戦当事者に対して即時停戦を求めた。さらに、この条約の秘
密条項に基づき、三カ国の連合艦隊は、トルコ・エジプト軍の補給を断
つため、１０月にナヴァリノ湾を封鎖、結果としてトルコ・エジプト艦隊
と交戦、全滅させ、ギリシア独立を事実上決定づけた。
① 英露議定書とロンドン条約
英露議定書やロンドン条約の規定からは、この英仏露の協調行動が、
ペテルブルク会議まで大陸列強によって試みられてきた共同干渉とは、
まったく異なる基礎の上にあることが明らかになる。
第一に、これらの合意からは、これまで大陸列強のギリシア問題への
共同干渉の主張において、「一般平和」の主要な要素とされていた、正
統性原則とそれに基づく革命の鎮圧という根拠が消滅している。１８２７年
７月６日の英仏露のロンドン条約は、まず前文で次のように述べる。
「イギリス王、フランス王、ロシア皇帝は、ギリシア地方とエーゲ海の
諸島をあらゆる無秩序に委ね、日々ヨーロッパ諸国の通商に新たな障害
()１１０ УправлющийминистерствоминостранныхделК.В. НесселродеД.П.
Татищеву, посланникувБерлинеД.М. АлопеусуипослувПарижеК.
О. Поццо-ди-Борго,６（１８）августа１８２５г., in VPR, vol.１４, p.２３３.
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をもたらし、締約国の臣民に耐えがたい損失を与えるのみならず、その
監督と抑圧の面倒な手段を必要とする海賊行為に機会を与えている、流
血の闘争を終了させる必要に貫かれ、イギリス王、フランス王はその
上、ギリシア人からトルコ宮廷に対して彼らの仲介を介入させることに
ついての強い要請を受け、そしてロシア皇帝とともに、流血を停止し、
そのような状況の継続がつくりだすあらゆる悪を防止する願いにつき動
かされ、彼らは、ヨーロッパの平穏についての利益のみならず人道の感
情によって要求される取り極めによって対立勢力間の平和を再建する目
的で、正式の条約によって彼らの努力を結集し、その行動を規定するこ
とを決意した」（１１１）。
すなわち、英仏露の協調行動の根拠は、英仏政府に対するギリシア勢
力の仲介要請、内乱から生じる無秩序やヨーロッパの通商の阻害、海賊
行為鎮圧の負担などの害悪などにあると規定され、ペテルブルク会議に
おける議論に見られたような、正統性原則への言及が欠如している。
第二に、ロンドン条約の秘密条項においては、トルコ政府が三カ国の
和平案を拒否した場合における、ギリシアとの関係の樹立と、「両対立
勢力間の戦闘行為には参加しない」という条件の下あらゆる手段を尽く
すことが規定され（１１２）、実際三国艦隊はナヴァリノ湾を封鎖した。武力
を用いた強制とギリシアの事実上の承認という、ペテルブルク会議にお
いて否決された二つの強制措置が、ロンドン条約では認められているの
である。
② 「非常的な干渉」
したがって、三カ国は、正統性原則を排除した上での、干渉を構想し
ていると考えることができる。１８２６年１月、正統性原則に基づく集団干
渉を推進してきたロシア皇帝アレクサンドルが前年１２月に死去したこと
を受け、英国外相カニングは次のように述べていた。「ロシアにおける
諸事項の新たな状況のすべての要因を比較検討した結果、私は、それが
ギリシア問題の処理の機会により一層有利なものであると全体として考
()１１１ CTS, vol.７７, pp.３０８―３１２.
()１１２ Ibid., p.３１４.
《論 説》
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える方に傾いている。干渉の問題からの神聖同盟の原則の除去によっ
て、不和の要素のひとつが取り除かれた」。さらに彼によれば「モレア
において現在遂行されている戦争の方法、この戦争が帯びた野蛮であり
かつ野蛮化していく性格」は、「我々がこれまで自らの前に開いてきた
いかなる根拠よりもずっと高尚な新たな干渉の根拠」を提供するもので
ある（１１３）。英国は当初から、ギリシアの内乱への干渉において、トロッ
パウ議定書が定式化した正統性原則に基づく一般規則を排除することを
意図していたのである。
上記引用から明らかなように、英国は、ギリシア問題への干渉権を内
乱の性格に基礎づけた。この点について、カニングは、「我々は、その
細部において非常に残虐で、終結の望みがなく、文明ヨーロッパが宥恕
できない過剰な海賊行為と略奪に導く争いの継続は、あまりに非常な性
格の害悪（an evil of so extraordinary a character）であるので、非常的な
干渉（extraordinary interposition）を正当化し、理性的な和解の必要性
を反抗的な当事者に印象づけるための、積極的敵対行為に至らないあら
ゆる方策を合法とする」（１１４）とロシア側に説明している。ここでは、内乱
における残虐行為や海賊行為などの具体的な事情の「非常な性格」に鑑
みて、干渉が「非常的」に正当化されるとの見方が示されており、干渉
がどのような場合に正当化されるかについては、国際法規則に定式化す
ることはできず、個別具体的な事情に照らして判断されるという、１８２０
年以来の英国の認識が維持されていることが窺えよう。
③ 正統性原則の地理的限定
オーストリアから離れ英国と提携したロシアは、トルコがヨーロッパ
公法の適用範囲内にないことを、トロッパウ議定書からの逸脱を正当化
しているように思われる。ロシア政府は、「ナポレオンの没落後に様々
()１１３ G. Canning to Stratford Canning,９ January, １８２６, in Stanley Lane-Poole,
The Life of the Right Honourable Stratford Canning Viscount Stratford de
Redcliffe K.G. G.C.B. D.C.L. &c. from his Memoirs and Private and Official
Papers, vol.１, London: Longman, Green,１８８８, pp.３９４―３９５.
()１１４ The Right Hon. George Canning to Count Lieven, Foreign Office４th Sep-
tember,１８２６, in Wellington, vol.３, p.３９８.
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なヨーロッパ諸国を再建し、これらの諸国間に一般平和の有効な保障と
なった同盟を強固なものとした、あらゆる条約と外交文書の中に、東方
の諸事項について他の諸国と協調する義務をロシアに課すなにものも、
また、オスマン帝国の諸国が言及されたり、トルコ宮廷の諸国が暗示だ
けでもされたりしているなにものも、我々は知らない。したがって、同
盟を創設する諸文書は、我々が話している諸事項とはまったく関係な
い」と主張した。その結果、「今日東方の諸事項についてイギリスと交
渉していることによってロシアが同盟のシステムから逸脱したとは、ロ
シアは決して認めない。なぜなら、厳密に言えば、東方の諸事項は同盟
の領域ではないのである」（１１５）。
英国が正面からトロッパウ議定書の定式化した一般規則を否定するこ
とを意図していたのに対し、ロシアは、当該規則そのものを否定するの
ではなく、その地理的妥当範囲を限定することにより、過去の自国の行
動と今回の行動の整合性を確保しようとしたと言えるだろう。
④ オーストリアの批判
英国の立場とロシアの見解は同一ではないが、いずれにせよ、ギリシ
ア問題についてトロッパウ議定書の適用を排除するという結論において
は一致する。正統性原則を同盟の中核に据えてきた（１１６）オーストリア政
府は、このような、正統性原則を排除した上での干渉の計画に強く反発
した（１１７）。
メッテルニヒによれば、「我々がその合法的存在を争うことができな
いある国家が、自己の手段によって行いうる平定を妨害する権利を、
我々は決して承認しない。我々は、ある人民全体の破壊や、その外国領
域への移送についてたしかに話すことはできる。しかし、たとえこのよ
うな諸想定が我々に有しているように思われる以上の現実性をこれらの
()１１５ УправлющийминистерствоминостранныхделК.В.Несселродепослу
вПарижеК.О.Поццо-ди-Борго,９（２１）мая１８２６г., in VPR, vol.１４, p.４９３.
()１１６ Metternich an Esterhazy in London（D.＝A.）, Ischl, ７. August １８２５, in
Metternich,４. Bd., p.２１５.
()１１７ Metternich an Apponyi（conf. Schreiben）, Wien, ８. November １８２６, in
ibid., pp.３１８―３２０.
《論 説》
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想定に与え、一般的に人道の諸考慮にこれらの考慮が値するすべての重
みを与えるとしても、我々はそれらのために、我々の観点からは、それ
と共に公法の法典において最も実定的かつ最も神聖なもののすべてが滅
びる諸原則を、犠牲にすることはできない」（１１８）のである。
第３節 １８３０年代における国家実行の収斂
１８３０年代に入ると、正統性原則の後退は一層明瞭になり、英国政府が
当初から主張していた解釈が、より大きな支持を得るようになる。
第１項 七月革命（１１９）：事実上の政府の承認
１８３０年７月末、パリで革命が発生し、ブルボン朝の復古王政が打倒さ
れ、オルレアン公ルイ・フィリップ（Louis Philippe）が王位についた。
これは、正統性原則の根幹を揺るがす事態であったが、英国はもとよ
り、他の大陸列強も、革命を鎮圧するために干渉を行うことはなく、す
べての列強が９月末までに新政府を承認した（１２０）。
最初に新政府を承認したのは英国であり、８月末のことであった。英
国政府によれば、「当政府は、７月末のパリにおける破局を、１７８９年の
不幸の再現であると考えた。そして、当政府のあらゆる行動は、政治的
見解（political opinion）に基づくヨーロッパでの一般戦争の再現という
不幸を阻止することを念頭に、計算されてきた。英国政府はフランス王
の政府承認から始め、同盟諸国に、当政府の例に従うよう勧告し
た」（１２１）。したがって英国政府は、１８２０年代における中南米諸国の承認と
いう先例に合致して、事実上の政府を国際法上正当な政府として承認す
()１１８ Le prince de Metternich a｀ Mr. le prince Esterhazy a｀ Londres, Vienne le
８ juin１８２６, in Prokesch-Osten, supra n.１０７,４. Bd., pp.３０１―３０２.
()１１９ 七月革命については、Baumgart, supra n. ３, pp. ２７１―２７３; Schroeder, su-
pra n. ３, pp. ６６６―６７０; Bridge and Bullen, supra n. ３, pp. ４８―５０, などをみ
よ。
()１２０ Baumgart, supra n.３, p.２７２―２７３.
()１２１ “Memorandum upon the Conduct of the King of Netherlands”, October
１８３０, in Colenbrander, supra n.１４, vol.１, p.１０３.
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るという原則を実践したと言うことができる。
大陸列強もまた、革命政府の打倒のための干渉を実行する意図を当初
から持ち合わせていなかった。革命発生直後、オーストリアとロシア
は、「カールスバートの紙片（chiffon de Carlsbad）」と呼ばれる声明を発
した。そこでは、「フランスの対内的な諸紛争に決して干渉しないが、
他方で、一般諸合意（transactions ge´ne´rales）によって設立され保障さ
れているようなヨーロッパの実質的諸利益や、ヨーロッパを構成する諸
国の対内的な平和に対してフランスが侵害を与えることを決して甘受し
ないことを、我々の行動の一般的な基礎として採用する」と宣言されて
いた（１２２）。ここでは、フランスが諸条約すなわちヨーロッパ公法秩序を
侵害したり、他国の対内的平穏を脅かしたりしない限り、すなわちフラ
ンス革命政府が積極的に敵対的な行動を取らない限り、列強は干渉しな
いことが明確にされている。
新政府の承認に関するフランス使節とオーストリア政府の交渉におい
ても、正統性原則に基づく不承認はまったく問題とされず、議論の焦点
は、新政府の安定性にあった。メッテルニヒは、フランスの使節に対
し、「貴君は、……現在の政府の立場におかれたオルレアン公が、必要
な統治手段を有していると自ら信じていると思うか。あるいは同じこと
になるが、王位とフランスの対内的平穏を維持できる状態にあるとオル
レアン公が信じていると思うか。」と述べ、フランス新政府の統治能力
に疑問を示したのである（１２３）。
このように、新政府の承認をめぐる交渉においては、フランス政府が
条約を尊重し、他国の反乱分子に援助を与えずに不干渉を維持するとい
う約束と、これらの約束を実行する新政府の統治能力だけが、承認の条
件とされたと考えることができる。
()１２２ Erste Unterredung vom２７. August １８３０, in Metternich, ５. Bd., pp. １８―
１９.
()１２３ Ibid., p.２１.
《論 説》
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第２項 ベルギー独立問題（１２４）
七月革命に触発されて、８月末には、１８１５年のウィーン会議によって
オランダの統治下に置かれていたベルギーで独立を求める反乱が発生
し、オランダ軍を排除、１０月初めには独立が宣言された。オランダ国王
は、１８１５年の条約締約国である列強に援助を要請し、その結果、１１月か
らロンドンでベルギー問題の解決のための列強の会議が開催された。会
議はベルギーの独立を決定し、１８３２年１０月にはその条件を２４カ条に定め
た。この２４カ条はその後ベルギーと列強の間で条約化され、１８３３年５月
までに、すべての列強が批准した。しかしオランダは２４カ条を受け入れ
なかった。１８３３年１０月、英仏は条約規定の履行を強制するための条約を
締結し、１１月以降、この条約に基づいてオランダに対して武力を行使し
た。ロシアはこの英仏の強制措置に反発し、会議への参加を停止し、会
議は無期休会となった。
⑴ 「ヨーロッパ」の権利に基づく列強の集団干渉権
① ヨーロッパの均衡の維持という一般利益
英国政府は、当初から、「取り決められるべき事項は平和諸条約や
ウィーン条約、アーヘンの諸合意に関わり、直接利害当事者だけでな
く、ヨーロッパの列強（grandes puissances）をも満足させつつ、一般平
和を維持するようにこの事項から抜け出す手段を発見しなければならな
い」（１２５）と、ロンドンにおける列強の会議開催をフランスに対して主張し
ていた。
列強の干渉の目的が、ナポレオン戦争の戦後処理において定められた
領域的均衡の維持によるヨーロッパの平和の確保であることは、結果と
して開催されたロンドン会議の１２月２０日の第７議定書が明らかにしてい
()１２４ ベルギー独立問題については、君塚直隆『パックス・ブリタニカのイギ
リス外交―パーマストンと会議外交の時代―』有斐閣、２００６年、３３―７２頁、
Schroeder, supra n. ３, pp. ６７０―６９１; Baumgart, supra n. ３, pp. ２７３―２７７;
Schulz, supra n.３, pp.１０５―１１４, などをみよ。
()１２５ Wellington aan Mole´, ２８Oct. １８３０, in Colenbrander, supra n. １４, vol. １,
pp.１５０―１５１.
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る。この議定書によれば、「諸全権は、ベルギーで生じた諸紛争が１８１４
年と１８１５年の諸条約によって設立されたシステムに対してもたらした諸
混乱を救済する目的において、とられるべき今後の諸措置について討議
するために会合してきた」（１２６）のであり、「会議は、ベルギーの将来の独
立を、諸条約の諸規定、他の諸国の諸利益と諸安全、そしてヨーロッパ
の均衡の維持と結びつけるのに最も適した新たな諸取り極めを議論し調
整することに従事するであろう」（１２７）。
② 第１９議定書における列強の干渉権の確認
こうして、列強はヨーロッパの一般利益を維持するために干渉した。
しかし、会議が始まった後になって、会議の決定は両当事者の自発的な
同意に依存するただの助言であり、干渉の性格は有しないという主張
が、ベルギー（１２８）やフランス政府によってなされた。
フランス本国政府は、会議全権が署名していた、「ベルギーとオラン
ダの分離を確立するための諸基礎」を採択した１月２７日の第１２議定書の
批准を拒否した。当該政府は、当事者に対して受諾か会議参加国との戦
争かの選択の余地しか残さないような拘束的な決定を会議が下すこと
は、「干渉のシステム」に復帰することであると非難し、「我々が再生し
ようと望むのは別の形態における神聖同盟ではなく、戦争を阻止する強
力かつ実効的な仲介である。会議は他の起源も目的も有しない」と主張
した。すなわち、「会議の諸文書は、効力を有するためには、常にベル
ギーとオランダの自由な同意（libre consentement）が必要である」とし
たのである（１２９）。
この点について、列強はヨーロッパ全体の権利に基づいて行動してお
り、内乱の当事者の同意に左右されないことを明らかにしたのが、１８３１
()１２６ Protocole de la Confe´rence tenue au Foreign Office, le ２０ De´cembre,
１８３０, in BFSP１８３０―１８３１, p.７４９.
()１２７ Ibid., p.７５０.
()１２８ Le Gouvernement Belge a｀ Lord Ponsonby, et a｀ M. Bresson, Bruxelles, le
１９Janvier,１８３１, in ibid., p.７７３.
()１２９ Se´bastiani aan Talleyrand, １２―１３ Febr. １８３１, in Colenbrander, supra n.
１４, vol.２, p.１８２.
《論 説》
１７２（８９）
年２月１９日の第１９議定書であった。
同議定書は「優越的原則によれば、諸人民の対内組織に生じる諸変化
がいかなるものであれ、諸条約は効力を失わない。この原則の五宮廷（５
Cours）による適用を判断するためには、ベルギーに関して五宮廷がとっ
た諸決断を評価するためには、１８１４年を参照することで十分である」と
する。すなわち、当時、オーストリア、英国、プロイセン、ロシアによ
るベルギーの軍事占領と、フランスによるベルギー保有権の放棄に基づ
き、これらの大国は、「ベルギー諸州をヨーロッパにおける正当な均衡
の設立と一般平和の維持に協働させるという唯一の目的で、主権ではな
く処分権（disposition）を保持した」。四大国とフランスは、この処分権
を行使してベルギーとオランダを統合したのだが、今やこの統合が崩壊
した以上、「新たな諸状況を考慮して、ベルギーとオランダの統合が基
礎のひとつを構成してきていたヨーロッパの平穏を確保することは、当
該諸国の権限に属する」のであり、「独立した場合にベルギーが一般的
な安全やヨーロッパの均衡を侵害しうることを阻止する権利を当該諸国
は有し、また諸事態はその義務を当該諸国に課した。このような義務
は、あらゆる他者の協力（tout concours e´tranger）を無用にした」。すな
わち、「個々の国民は自己の個別的諸権利を有する。しかし、ヨーロッ
パもまた自己の権利を有するのである」（１３０）。このように会議は、ヨー
ロッパの権利を根拠に、当事者の「協力」を必要としない列強の共同行
動を正当化したのである（１３１）。
()１３０ Protocole de la Confe´rence tenue au Foreign Office, le １９Fe´vrier, １８３１,
in BFSP１８３０―１８３１, pp.７８０―７８１.
()１３１ またここからは、ベルギーについての列強の優越的権利の根拠が、列強
による占領とフランスによる領域権原の放棄に基づく、列強の領土処分権
にあることが窺える。この主張はおそらく、列強によってナポレオンのフ
ランスから解放されたヨーロッパのすべての領域に適用されるものである
と考えられる。したがって、１９世紀ヨーロッパ公法における列強の優越的
地位は、ヨーロッパ全土に対する列強の領土処分権に由来すると推定する
ことができる。ビーカーは、クライン（Eckart Klein）の領域的地位設定条
約（Status Vertrag）の概念をこのベルギー独立問題に当てはめ、列強の
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干渉権は、ベルギーの独立宣言による、領域的地位設定条約としての
ウィーン会議の諸合意の領域の侵害への救済として、法的に根拠づけられ
ていたとしている。Bieker, supra n.３７, pp.１０１―１０５.
領域的地位設定条約とは、英語表記では「国際レジーム（international re-
gime）」と呼ばれ、一般利益に基づいて特定地域の地位を規律する条約で、
締約国が当該地域に対し対世的な地位を付与するレジームを設立する意思
を有するものである。Eckart Klein,“International Regimes,”in EPIL, vol.
２, p. １３５５; Eckart Klein, Statusvertra¨ge im Vo¨lkerrecht, Berlin: Springer
Verlag,１９８０, p.２３.
このビーカーの見解は、政治的均衡という一般利益や列強の優越的地位
などに示される組織化されたヨーロッパ国際社会の法的表現としてのヨー
ロッパ公法の維持が、列強の干渉の法的根拠だと考える、本研究の主張に
一致する。
しかし、ビーカーがこの干渉権をヨーロッパ公法という個別具体的な秩
序における法的効果としてではなく、領域的地位設定条約（国際レジーム）
という一般国際法上の概念の効果として捉えている点は、本研究の立場と
は異なる。さらに言えば、干渉権という効果に止まらず、領域的地位設定
条約という概念自体が、１９２０年のオーランド諸島事件をその起源とするこ
とに示されるように、ヨーロッパ公法という具体的な秩序の一般化だと解
釈できると思われる。
しかしこのような一般化が可能かどうかは、別途検討する必要がある。
とくに単純な一般化の障害となるのは、領域の地位を一方的に決定し第三
国にもその効果を及ぼすという列強の優越的地位を、一般国際法上承認す
ることになる点である。クラインは、主権平等原則に依拠して、列強にこ
のような対世的効果を有する領域処理権限を認めることは拒否し、当該領
域に権原を有する国家がこの領域的地位設定条約に参加している場合にの
み、対世的効果を承認している。Klein,“International Regimes,”p.１３５７.
ここに、ヨーロッパ公法が前提とする１９世紀ヨーロッパ社会と、現代の
一般国際法が前提とする普遍的国際社会の構造の相違が顕れていると考え
ることも可能であろう。すなわち、ヨーロッパ公法を、領域的地位設定条
約として一般化し、現代の一般国際法に導入する試みは、１９世紀ヨーロッ
パで承認されていた列強の優越的地位と、平等な主権国家の並存を基本原
則とする現代国際社会の構造との矛盾を明らかにしていると解釈するこ
とができる。オーランド諸島事件については、League of Nations Official
Journal, Special Supplement , no.３（October,１９２０）, pp.３―１９. をみよ。
《論 説》
１７０（９１）
この議定書が採択された後、フランス政府は第１２議定書を批准し
た（１３２）。
⑵ 同意原則の形骸化
以上のように、列強はヨーロッパの一般利益に基づいて、すべての紛
争当事者の自発的な同意を必要としない干渉を正当化した。ここから、
アーヘン議定書の形骸化と、政府に対する強制措置の許容という帰結が
生じている。
① アーヘン議定書の形骸化
そもそもロンドン会議は、オランダ王の要請によって開催されたもの
である。第１議定書において、列強は、「１８１８年１１月１５日の議定書の第
４条の文言に基づいて、当該諸宮廷は、その討議にオランダ王の大使が
参加するよう招請した」（１３３）と宣言している。
１８３１年１０月に、会議が２４カ条の最終分離案を採択すると、オランダ
は、アーヘン議定書に基づいて、これらの条項の修正協議を要求した。
すなわち、アーヘン議定書の「問題の条項の最後の言い回しにおいて文
言上望まれている、諸会合への諸全権の参加は、厳格に、これらの諸会
合への彼らの出席を必要とし、とりわけ、いかなる事項も、彼らの協力
と同意（aveu）なしには、準備され、議論され、決定されることはでき
ない」（１３４）。
これに対して会議は、アーヘン議定書が関係国の参加権を認めている
のは事実だが、「アーヘン議定書は、この参加の形態については規定し
ていない。その結果、ロンドン会議がオランダの諸全権との通信と、自
己の作業への彼らの協力ために採用する手段については、当該会議に完
全な自由を与えている」とし、この裁量を用いて、会議は、書面によっ
てオランダ政府の要望を聞き、書面によってこれに対して返答したと反
()１３２ Schroeder, supra n.３, p.６８２.
()１３３ Protocole de la Confe´rence tenue au Foreign Office, le ４ Novembre,
１８３０, in BFSP１８３０―１８３１, p.７２８.
()１３４ Les Ple´nipotentiaires des Pays Bas a｀ la Confe´rence, Londres, le ３０ Jan-
vier,１８３２, in BFSP１８３１―１８３２, p.７０２.
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論した。会議によれば、このようにして会議は、問題の討議に関する
アーヘン議定書の条項を履行し、さらにオランダ全権に２４カ条への署名
を促すことによって、討議後のオランダ全権の協力に適用されうる当該
議定書の条項も履行したのである。したがって、「２４カ条の内容も文言
も、今後いかなる修正を受けることもできない」（１３５）。
このように会議は、アーヘン議定書が当事国政府に付与している権利
を限定的に解釈することによって、列強は既存政府の同意なしに内乱の
処理について決定できることを明確にしたのである。ここにおいて、列
強の排他的な干渉権が表面化していると言えよう（１３６）。
② 強制措置の承認
さらに同意原則の後退を鮮明にしたのは、列強は単に既存政府の実質
的な参加や同意なく内乱の処理を決定できるだけでなく、列強の処理案
を受諾させるために、必要な場合には強制措置に訴えることができると
いう理解が、列強の間で共有されつつあったことである。
２４カ条が条約化され、ベルギーと五大国のすべてがこの条約を批准し
た１８３２年５月以降も、オランダはこの受諾を拒絶した。その結果、１０月
にフランスは、まず第一に、ベルギーがオランダに対して負っている債
務の支払の停止、第二に１０月１５日までにオランダ軍が、ベルギー領であ
るアントワープ要塞から撤退しない場合における、一週間ごとの当該債
務の減額を、会議に提案した。英国はこれを支持した。
大陸諸国の側も、強制措置の法的可能性自体は否定していなかった。
他の三大国代表は、１０月１５日という期限を除けば、第一の債務の支払の
()１３５ La Confe´rence aux Ple´nipotentiaires des Pays Bas, Londres, le９Novem-
bre,１８３１, in BFSP１８３０―１８３１, pp.９１１―９１２.
()１３６ ランデルツホーファー（Albrecht Randelzhofer）は、アーヘン議定書を
根拠に、１９世紀ヨーロッパでは列強は自己の覇権を法的に主張したわけで
はなかったとしている。Albrecht Randelzhofer,“Great Powers,”in EPIL,
vol. ２, pp. ６１９―６２０. しかし、ベルギー独立問題の検討から明らかなように、
１８３０年代には、アーヘン議定書は形骸化し、列強の優越的地位は法的にも
明確になったと考えることができる。また、Bieker, supra n. ３７, p. １０４. も
みよ。
《論 説》
１６８（９３）
停止には同意できるとし、第二の措置については、三カ国の代表はこれ
らの措置を行う権限を本国政府から付与されていないので参加すること
はできないとした。しかし同時に彼らは、本国に現状を報告し、三大国
がもう一度オランダ王に働きかけ、それが失敗した場合には、「フラン
スと英国全権によって示された財政的諸措置を採用する」ことを本国に
促すことを提案しており、強制措置の可能性自体は承認していた（１３７）。
オーストリアの宰相メッテルニヒもまた、「我々は所与の諸状況にお
いて、仲裁裁定への服従を拒否する国家に対して強制措置を採用し、必
要と判断された場合には極端な措置さえ用いる権利を、諸国に承認して
いる」と述べ、フランスが提案した具体的措置についてのみ反対し
た（１３８）。彼は、強制措置として、金銭的措置、封鎖、外交関係の中断、
および「当事者に諸条件を定め、これらの諸条件が受諾されない場合に
は諸宮廷は連帯してその当事者と戦争状態にあるとみなされると宣言す
る」ことを挙げ、「このような事物の配列においては、すべてが正当で、
国際法（droit des gens）に合致する」（１３９）と明言している。すなわち彼は、
ロンドン会議の決定はベルギー問題についての仲裁判断の性格をもち、
その執行としての強制措置が法的に正当化されることは認めているので
ある。
第３項 安全保障上の考慮に基づく干渉
七月革命政府の承認とベルギー独立の承認、オランダ政府に対する強
制措置の是認によって、正統性原則に基づく列強の共同干渉権の主張の
放棄が明らかになった。それに代わって内乱に対する他国の行動を規律
する原理として定着したのは、従来英国政府が主張してきた、安全保障
上の利益を根拠とする干渉という考えであったと解釈することができ
る。
()１３７ Protocole de la Confe´rence tenue au Foreign Office, le １er Octobre,
１８３２, in BFSP１８３１―１８３２, pp.１８４―１８９.
()１３８ Metternich an Schwarzenberg in Berlin（D.）, Wien, １３. October１８３２, in
Metternich,５. Bd., p.３９５.
()１３９ Ibid., pp.３９３―３９５.
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１６７（９４）
⑴ イタリアにおける反乱（１４０）
既に１８３０年１０月の段階で、メッテルニヒは、ベルギー問題と、来るべ
きイタリアでの反乱を念頭に、次のように駐英大使に述べていた。「皇
帝陛下は、……革命扇動の積極的行動に直面して、決して不干渉原則を
承認しないであろう。……我々は、同じ決意が留保なしに英国政府に
よって宣言されることができないことを認識している。そして我々は、
同盟諸国に共通の保守原則（principe de conservation）の利益自体にお
いて、この原則の適用における絶対的画一性（uniformite´ absolue）を獲
得することをあまりに熱心に追及することによって社会秩序の安全を損
なわないように当該諸国が十分注意しなければならないことを、完全に
承認する」（１４１）。ここからオーストリア政府が、フランス革命政府が主張
するような不干渉原則を承認しないが、同時に、「保守原則」、すなわち
正統性原則の画一的適用の主張も放棄していることが窺える。
オーストリアが正統性原則の画一的適用を放棄していることは、１８３１
年３月に教皇領における反乱を鎮圧するために、教皇の要請に基づいて
オーストリア軍が進入した際における、メッテルニヒの見解からも確認
することができる。彼によれば、「イタリアのすべての革命は、不干渉
の主張に支えられたパリの諸委員会の作業の結果」であり、この委員会
の代理人たちは、「不干渉原則はすべての諸国、とくにオーストリアに
よって承認されている」と吹聴していたが、「我々の軍隊によるポー川
渡河は、この幻影を打ち砕いた」ものであった（１４２）。したがって、オー
ストリア軍の進入は、オーストリアが不干渉原則を承認していないこと
を明らかにするものであった。
他方、この干渉について彼は次のように言っている。「もしフランス
がイタリアに無秩序を押し進めるなら、戦争を望むのはオーストリアで
()１４０ イタリアにおける反乱については、Schroeder, supra n. ３, pp. ６９１―６９９;
Baumgart, supra n.３, pp.２７８―２７９. などをみよ。
()１４１ Metternich an Esterhazy in London（D.＝A.）, Pressburg, ２１ October
１８３０, in Metternich,５. Bd., pp.４６―４７.
()１４２ Auszu¨ge aus vertraulichen Briefen Metternich’s an Apponyi in Paris
vom３. Januar bis２７. December１８３１in zwei Abtheilungen, in ibid., p.１２２.
《論 説》
１６６（９５）
はなくフランスである。わが国は、この点についてすべての他国と同様
の地位に置かれている。それぞれの国は、一般利益のほかに、なお様々
な直接的利益を防衛しなければならない立場にある。ロシア皇帝はいず
れかの国家とポーランドの叛徒たちの同盟に関して譲歩しないであろう
し、英国王は、フランス政府の議会における諸都合に支持される、英国
の死活的問題への介入（inge´rence）に関して譲歩しないであろう。我々
の都合は、イタリアが革命に帰属せず、同じことだがフランスに帰属し
ないことである。我々は個々のイタリア国家が自分自身に帰属すること
を望んでいる」（１４３）。当時、ロシア皇帝が王位を兼ねていたポーランドで
は大規模な反乱が発生していた。また、「英国の死活的問題」において
念頭に置かれていたのは植民地の反乱のような大陸外の事項であると、
これまでの検討から推定できる。したがって、ここでは、ロシアがポー
ランドに死活的利益を有し、英国が大陸外の事項に死活的利益を有する
のと同様に、オーストリアはイタリアに死活的利益を有するのであり、
その結果、これらの事項に対する他の大国の干渉は認められないと主張
されていると解釈できる。
ここにおいて、オーストリアも、正統性原則に基づく共同干渉権を放
棄し、従来イギリスが主張してきており、オーストリア自身も両シチリ
ア王国の反乱の当初主張していた考えに回帰しつつあると解釈すること
ができる（１４４）。
⑵ ベルリン条約
１８３３年、オーストリア、ロシア、プロイセンの東方三大国は、正統性
原則に基づく内乱時における革命鎮圧のための干渉権を再確認したベル
リン条約を締結した。この条約をめぐってフランスとオーストリアの間
で生じた干渉権をめぐる論争も、英国の見解が受容されつつあることを
示す。
()１４３ Metternich an Apponyi in Paris（Res. D.）, Wien, ４. Juni １８３１, in ibid., p.
１７６.
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① 条約の内容
ベルリン条約の第１条は次のように定める。
オーストリア、プロイセン、ロシアの宮廷は、すべての独立主権者
（tout Souverain inde´pendant）が、自己の国の対外的な諸危険と同様
に対内的な諸紛争（troubles inte´rieurs）においても、自己を支援する
のに最も適していると当該主権者にみえる他の主権者に対して、援助
を要請する権利を有し、要請された独立主権者は自己の諸利益と諸都
合に従ってこの援助を与えることも拒否することもできることを承認
する（reconnaissent）。同様に、これらの宮廷は、この支援が与えら
れる場合には、脅かされている国家によって依頼されても要請されて
もいないいかなる国家も、要求され付与された支援を阻止するためま
たは反対の方向に行動するための干渉権を有しないことを承認す
る（１４５）。
第１条は、「対外的な諸危険」と「対内的な諸紛争」に対処するため
に、「すべての主権者」は他の主権者に対して援助を要請する権利があ
ること、要請された政府は援助を与えるかどうか裁量を有すること、そ
()１４４ ただし、オーストリアは、イタリア諸国に対してオーストリアが保護関
係を有するという理解は強く否定している。すなわち、「もしフランス政府
がイタリア低地への一種の保護関係（protectorat）をオーストリアと共有
しようとしているなら、同政府は間違っている。我々はいかなる独立国家
に対しても保護関係を僭称していない。フランスは、存在しないものの共
有を望むことはできない」。Metternich an Apponyi in Paris（D.）, Wien,２２.
Februar１８３２, in ibid., p.３０２. これは、「既存の諸合法権威の公式の要請の結
果としてのみ、我々はこれらの権威の完全な独立を保障するために適した
諸措置をとるであろう」という主張に明らかなように、少なくとも自己の
行動については依然として正統性原則を維持しているオーストリア政府と
しては、この原則の自己否定につながる、他国の正統君主に対する保護関
係の設定は承認できなかったと解釈することができる。Metternich an Ap-
ponyi in Paris（Res. D.）, Wien,１５. Februar１８３１, in ibid., p.１５２.
()１４５ Ibid., p.５２７.
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れ以外の第三国は、援助を阻害するための干渉権をもたないこと、の三
点が規定されていると言うことができる。
メッテルニヒは、条約締結後まもなく、次のように記している。「現
実には、主張されている不干渉原則は否定（negation）でしかなく、否
定の肯定自体は公法に存在しない。実際、干渉権は、その行使がすべて
の独立国家の自由な運動の帰結である権能の単なる行使以外のものであ
ろうか。同様に、ミュンヘングレッツで作成され１０月１５日にベルリンで
署名された文書は、国際法の最も争い得ない諸規則の単純な発表（ex-
pose´）に決している」（１４６）。すなわち、締約国の認識では、この条約は、
「国際法」＝「公法」上、既に存在する正統性原則に基づく干渉権を再
確認するに過ぎないものと位置づけられていると言えよう。
② フランス政府の留保
三カ国は、その後、ベルリン条約の締結をフランス政府に通知した。
ここにおいて、フランスとオーストリアの間で、干渉権をめぐる論争が
生じた。
オーストリア代理大使がフランス外相ブログリー（Duc de Broglie）
に条約締結について通知したところ、ブログリーは、武力干渉が生じた
場合において、すべての政府は、自己の尊厳と安全、および利益の正当
な考慮によって明示されるようにみえる政策路線を自由に採用できると
自らみなすであろう（１４７）と述べ、三カ国による武力干渉が発生した場合
における、フランスの行動の自由を留保した。さらにその際、ブログ
リーは、フランスはヨーロッパ全体に不干渉の教説を押し付ける意図は
ないが、ベルギー、スイス、そしてピエモンテ（サルディニア王国）へ
の干渉の試みに対しては、不干渉原則を遵守させるために戦うと宣言し
た（１４８）。
この「オーストリアによるピエモンテの諸事項への武力干渉にフラン
スは抵抗する」というフランス政府の宣言に対し、例えばプロイセン政
()１４６ Metternich an Hu¨gel in Paris（Geh. D.＝A.）, Wien, ２２, October １８３３, in
ibid., p.５２４.
()１４７ Granville to Palmerston,４November,１８３３, FO２７／４６８, The National Ar-
chives, Kew.
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府は驚きと遺憾の意を示したが、ブログリーは、この宣言は何ら新しい
主張を含むものではなく、フランス政府は、「外国軍隊によるピエモン
テまたはスイスの占領を黙認しないことを、過去三年間一貫して宣言し
てきた」と、英国大使に語った（１４９）。
ここからは、フランス政府による上記三カ国についての不干渉原則の
主張が、自国の従来の宣言および、この宣言が他国にとっても既に公知
のものであるという、国家実行に置かれていることが窺える。
③ メッテルニヒとの会見
ブログリー外相の回答のうち、ピエモンテについての言及部分をオー
ストリア代理大使が本国に報告しなかったため、両国政府の間でこの点
に関して議論が生じた（１５０）。
フランス大使との会見（１５１）においてメッテルニヒは、スイスとベル
ギーへの干渉を宥恕しないというブログリーの宣言について、これが
「公法の諸原則」に合致することを認めた。彼によれば、「スイスは連
邦国家であり、自身の中に保存に備える手段を有しているし、また有し
ているべきである。その上、ヨーロッパのすべての国によって中立が承
認されている。ベルギーの中立も同様であり、この二国共通の事情が、
不干渉についてのブログリー公の教説を完全に正当化する例外的事例
に、両国を位置づけることとなる」。すなわちメッテルニヒは、スイス
とベルギーは中立が承認されているがゆえに、例外的に不干渉原則が妥
当するのであり、その他の国についてはベルリン条約が規定する干渉権
()１４８ Sir Charles Webster, The Foreign Policy of Palmerston１８３０―１８４１: Brit-
ain, The Liberal Movement and The Eastern Question, vol. １, London: G.
Bell and Sons, LTD,１９５１, p.３６３.
()１４９ Granville to Palmerston, ２２ November, １８３３, FO ２７／４６８, The National
Archives, Kew.
()１５０ Webster, supra n.１４８, pp.３６３―３６４. また、Comte de Sainte-Aulaire, Sou-
venirs（Vienne, １８３２―１８４４）, Paris: Calmann-Le´vy, E´diteurs, １９２７, pp. ７２―
８９. もみよ。
()１５１ St. Aulaire to Broglie, ２０November, １８３３, FO２７／４６８, The National Ar-
chives, Kew.
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についての原則が適用されるとの見解を示した。
この発言に対しフランス大使は、ブログリーの宣言のより直接的な根
拠は、「問題の諸国の領域的位置（position territoriale）であり、この位
置が、フランスの尊厳と安全の利益において、外国軍隊の行動を認める
ことをフランスに許さないであろう」と根拠を明確化している。さらに
彼は、メッテルニヒがピエモンテについて触れない点について問い質
し、パリ駐在のオーストリア代理大使からの報告にはピエモンテについ
ては触れられていないとの返答を得ると、ブログリーが「常に、ピエモ
ンテを、いかなる場合にも侵略を甘受しない神聖な領域とみなしてき
た」点を指摘し、「ピエモンテのオーストリア軍は、そこですぐさまフ
ランス軍に遭遇するであろう」と確言した。
そこでメッテルニヒは、「なにゆえにピエモンテは、援助のないまま、
叛徒（Factieux）の企ての下で滅びるよう宣告されるのか。そのような
非情な運命を宣告するいかなる権利を、フランスは援用できるのか」と
反問した。フランス大使は、「貴国と同様、我々もこの国に特別の権利
を僭称するものではない」としつつ、フランス政府にとっては、ピエモ
ンテへの干渉に対抗する場合の帰結のほうが当該干渉を容認する場合の
帰結よりもましであり、「何らかの理論からではなく、様々な危険の間
のこの衡量からこそ、我々の決定が帰結するのである」とさらに反論し
た。すなわち、一定の場合にオーストリアがあらゆる危険を冒しても干
渉することを欲することをフランスは理解するが、フランスもまた一定
の場合にはあらゆる危険を冒してもオーストリアの干渉を撃退すること
を欲することを、オーストリアは理解すべきなのである。
フランス大使のこの言に対して、メッテルニヒは、「貴国が、何年か
前に英国によって基礎づけられた干渉権についての公法の新たな体系
（nouveau syste＾me de droit public）を放棄し、諸帝国の命運を決する最
高度の諸決断を、自分自身の保存の感情（sentiment de leur propre con-
servation）に再び結び付けるのであれば、私は何も言うことはない」と
述べ、議論を締めくくった。
オーストリアは、英国が主張してきた「公法の新たな体系」としての
不干渉原則と、東方列強が実践してきた干渉権という国家実行上の対立
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を前提に、今回のブログリーの宣言によってフランスは不干渉原則の立
場を放棄したとの理解を示している。しかし、ここでメッテルニヒが最
終的に肯定しているのは、もはやトロッパウ議定書の定式ではない。彼
がフランスに同意しているのは、干渉は国家が「自分自身の保存の感情」
に基づいて決断するという認識、干渉は国家による「様々な危険の間の
この衡量」に照らした一国の「尊厳と安全の利益」に依拠するという見
解である。またフランス政府によれば、この衡量においては、自国との
関係での相手国の「領域的位置」が決定的意義を有する。
ナポリの革命に際して英国は、干渉権は不特定多数の事例に画一的に
適用される規則として規定できるものではなく、内乱が個別国家の安全
に及ぼす危険に鑑みて個別具体的に正当化されるとの見解を示してい
た。また英国に沿ったオーストリアの当初の覚書においては、地理的関
係を含む干渉国と被干渉国の具体的な関係の性質が、危険性判断の基準
として挙げられていた。
今回の論争におけるフランスおよびオーストリアの最終的な一致点
は、両シチリア王国における反乱に際して英国が主張し、当初はオース
トリアも支持していた見解に合致すると言うことができるだろう。
第４項 １８３０年代における学説の権威
ポーランドの反乱に際して発生したドヴェルニキ事件（l’affaire de
Dwernicki）は、当時において、干渉の問題に関して学説の権威が低下
しつつあったことを示唆する。
１８３０年秋、当時ポーランド王位をロシア皇帝が兼ねていたポーランド
において反乱が発生し、反乱軍と鎮圧を図るロシア軍との間での戦闘が
始まった。内乱がなおも続いていた１８３１年５月、叛徒側のドヴェルニキ
将軍率いる軍団が、ロシア軍に追われ、オーストリア領内に侵入した。
即座にロシア政府は、オーストリア政府に対して、当該軍団の引渡しを
要求した。交渉の結果、ドヴェルニキ軍団の武器と馬匹のみをロシア側
に引渡し、兵員はロシアの費用負担の下で、オーストリア領内に抑留す
ることになった（１５２）。
オーストリア政府による叛徒のこのような取り扱いに対して、英国政
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府は、とくにヴァッテルの学説に依拠して、それが国際法に違反すると
して抗議し、オーストリア政府との論争が生じた。
⑴ ヴァッテルの議論
外交論争を検討する前に、この論争で言及されることになるヴァッテ
ルの見解について、あらかじめ確認しておこう。
問題の部分は、第３巻第８章第２９６節である。ここでは次のように述
べられている。
諸外国は、独立国家の対内統治に干渉すべきでない（第２巻第５４節
以下）。不和が武器へと走らせた諸市民間や、君主とその臣民の間を
審判（juger）するのは、諸外国ではない。二当事者は、諸外国にとっ
て同等に部外者であり、彼らの権威から同等に独立している。諸外国
には、平和を再建するために周旋を介在させることが残されており、
自然法はそれを促している（第２巻第１章）。しかし、もし彼らの配慮
が実を結ばないのであれば、疑いなく、いかなる条約によっても縛ら
れていない諸外国は、自分自身の行動のために、原因の価値について
自分の判断をなし、自己の側に良き権利を保持しているようにみえる
党派を、その党派が支援を懇請するかまたは受諾する場合には、支援
することができる。諸外国がそうすることができるのは、言うなれ
ば、他国と戦争に突入する国の争論が正当だと思うのであれば当該争
論に与するのが自由であるのとまったく同じである。内戦によって分
裂した国家の諸同盟国については、当該同盟国は、諸事情と組み合わ
された諸取り極めの性質の中に（dans la nature de leurs engagemens,
combine´s avec les circonstances）、とるべき行為の諸規則を見出すであ
ろう。我々はほかの場所でこれについて扱った（第２巻第１２章、とく
に１９６、１９７節をみよ）（１５３）。
()１５２ Jan Andrzej Betley, Belgium and Poland in International Relations
１８３０―１８３１,‘s-Gravenhage: Mouton,１９６０, pp.１５１―１５２.
()１５３ Vattel, supra n.７７, livre III, chapitre XVIII, section２９６.
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ここではまず、一国の対内統治への干渉の禁止という国際法に基づい
て、一国内の内戦（１５４）に際しても他国はこの問題を権威的に判断するこ
とは許されず、周旋を申し出ることができるだけだとされている。しか
し引き続いてヴァッテルは、周旋が失敗した場合には、他国は良き権利
を保持しているようにみえる一方当事者を支援できると述べている。彼
によれば、これは、国家間の戦争において、交戦国の一方に与すること
が自由なのと同じである。
このような、干渉の禁止から内戦における一方当事者への支援の許容
への論理展開については、もう少し説明が必要であろう。この点につい
ては、ヴァッテル自身が参照を求めている第２巻第４章５４節以下で、議
論がなされている。そしてこの箇所は、一般に、ヴァッテルにおける不
干渉原則の萌芽として指摘される（１５５）部分である。
ヴァッテルによれば、「諸国民（Nations）の自由と独立の明白な帰結
は、皆が自ら適当と判断するように自ら統治する権利を有し、なにもの
も、他者の統治に干渉する（se me＾ler du Gouvernement）最小の権利も
もたないということである。一国民に帰属しうるすべての権利の中で、
主権は疑いなくもっとも価値あるものであり、当該国民に侵害（injure）
をなすことを欲しないなら、他者が最も注意深く尊重しなければならな
いものである」（１５６）。ここでは、interventionという語は用いていないが、
()１５４ ヴァッテルは、「国家の中に、もはや主権者に従わずかつ彼に反抗するに
十分なほど強力になった党派が形成されるとき、また共和国においては、
国民が二つの対立する党派に分裂し双方ともついに武力に至るとき」、これ
を内戦（Guerre Civile）と呼ぶ。Ibid., livre III, chapitre XVIII, section２９２.
()１５５ 例えば、Winfield, supra n. ８, p. １３３; Anthony Carty, The Decay of In-
ternational Law？: A Reappraisal of Legal Imagination in International Af-
fairs , Manchester: Manchester University Press, １９８６, pp. ８９―９０; Vaughan
Lowe,“The Principles of Non-Intervention: Use of Force,”in Vaughan
Lowe and Colin Warbrick eds., The United Nations and the Principles of
International Law: Essays in memory of Michael Akehurst , London: Rout-
ledge, １９９４, pp. ７５―７７; R.J. Vincent, Nonintervention and International Or-
der, New Jersey: Princeton University Press,１９７４, p.３０. ただし、第１巻第
３章第３７節もしばしば挙げられる。Schro¨der, supra n.１, p.６２０.
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統治に関する他国の決定の自由を妨害してはならないことが、国際法の
原則として定立されていると言うことができる。
この原則の具体的適用として、主権者＝政府が臣民をいかに統治して
いるかについて、他国が審判したり強制したりすることはできない。す
なわち、主権者は国民が統治を委ねた者であり、主権者がその権力をど
う用いるかに直接の関心を有するのは、国民だけである。「それゆえ、
この主権者の行政を調査したり、その行為の裁判官に自らを任じたり、
行為を何も変更しないよう彼を強いたりすることは、いかなる外国にも
帰属しない」（１５７）。
こうして、統治に関する国民の自由および、その帰結としての主権者
＝政府の統治の自由に対する妨害は、原則として国際法上禁じられるこ
ととなる（１５８）。
ヴァッテルは例外的に干渉が正当化される場合も認めている。ひとつ
は、条約に基づく場合である（１５９）。しかしここでの検討との関係で重要
なのは、もうひとつの例外、すなわち「主権者とその人民の紛争への参
加（entrer dans la querelle d’un Souverain avec son peuple）」（１６０）の許容で
ある。彼は、他国が内戦の一方当事者を支援することを国際法上認め
る。ヴァッテルによれば、「もし主権者が、諸基本法（Loix fondamenta-
les）を侵し、彼に抵抗する正統な主題（le´gitime sujet）をその人民に与
えるなら、もし暴政が支持できないものとなり、国民を蜂起させるな
ら、すべての外国は、彼に支援を要請する抑圧された人民を、援助する
権利を有する」（１６１）。主権者は、国民によって統治を委ねられた者である
が、その権力は基本法に従って行使されなければならない（１６２）。基本法
()１５６ Vattel, supra n.７７, livre II, chapitre IV, section５４.
()１５７ Ibid., livre II, chapitre IV, section５５.
()１５８ カーティーが注目するのは、この原則の定立という側面であり、ヴァッ
テルによるその限定は重視しない。Carty, supra n.１５５, p.８９.
()１５９ Vattel, supra n.７７, livre II, chapitre IV, section５７.
()１６０ Ibid., livre II, chapitre IV, section５６.
()１６１ Ibid., livre II, chapitre IV, section５６.
()１６２ Ibid., livre I, chapitre IV, section４６.
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を侵害する主権者に対し国民は蜂起する根拠を有するのであり（１６３）、他
国は当該国民の抵抗を支援することができる（１６４）。
しかしヴァッテルは、単に抵抗する国民への支援を正当化するだけで
なく、さらに進んで次のように結論づける。「ものごとが内戦に至る場
合には常に、諸外国は、両当事者のうち、正義に基づいていると当該諸
外国にみえる側を、支援することができる」。彼によれば、暴君を支援
する者や、不正で反抗的な人民を支援する者は、疑いなく自己の責務
（devoir）に反しているが、「主権者とその人民の間の政治社会の紐帯は
断ち切られているか、少なくとも中断されているので、それらを二つの
別の国（deux Puissances distinctes）とみなすことができる。そして、一
方も他方も、あらゆる外国の権威から独立しており、何者も彼らを審判
する権利をもたない。彼らのそれぞれが理由（raison）を保持しうるの
であり、彼らを支援する者のそれぞれが、自らは良き原因（bonne
Cause）を支持していると考えうる」のである。その結果、「意思国際法
に基づいて、……両当事者は平等の権利をもつかのように行為すること
ができ、決着まではそれに応じて互いに扱わなければならない」（１６５）。す
なわち、内戦において、主権者と人民は二つの独立国とみなされなけれ
ばならず、いずれに良き原因があるかについて判断する上位の権威は存
在しない。その結果、意思国際法（１６６）に基づいて、両当事者は平等の権
利を有するかのごとく扱われるので、他国は、いずれの当事者を支援す
ることも許されるのである（１６７）。
⑵ 英国の抗議
英国外相パーマストン（Palmerston）は、ウィーン駐在英国大使カウ
()１６３ Ibid., livre I, chapitre IV, section５１.
()１６４ カーティーが不干渉原則自体に注目したのに対し、ロウがヴァッテルの
議論で注目するのは、不干渉原則を制限するこの援助権である。Lowe, su-
pra n.１５５, pp.７５―７７.
()１６５ Vattel, supra n.７７, livre II, chapitre IV, section５６.
()１６６ 意思国際法については、柳原正治『ヴォルフの国際法理論』有斐閣、１９９８
年、２３８―２６３頁をみよ。
《論 説》
１５６（１０５）
リー（Cowley）に対し、オーストリア政府への英国の見解の提示を訓令
した（１６８）。
パーマストンは英国がこのような働きかけを行う根拠を、ドヴェルニ
キ軍団の取り扱いを指示するオーストリア政府から現地当局への訓令
が、「ヨーロッパの一般利益（the general Interests of Europe）に高度の
重要性を有する諸原則（Principles）を含む」ことに求めている。すなわ
ち、英国の意見表明は、「あらゆるヨーロッパの重要なやり取りについ
て英国政府が必然的にもたねばならない一般利益から生じる」ものとさ
れている。問題自体の当事者はオーストリアとロシア、ポーランドに限
られるが、オーストリアの具体的行動が前提としている「諸原則」が、
ヨーロッパの一般利益に関わる点に、英国の行動の根拠が求められてい
ると解釈することができよう。
そしてもちろん、ここで問題とされている諸原則とは、学説が提示す
る国際法の諸原則である。すなわち、「オーストリア政府は、争い得な
い命題として、中立とは関係であり、双方について政治的独立が公式か
つ正統に承認されてきた二つの国家（States）の間以外では、ある国（a
Country）はその関係に立つことができないことを前提としてきている。
この命題については、国際法のいかなる定評ある著作者（acknowledged
()１６７ ヴァッテルが不干渉原則の適用を大きく制限するこのような例外を認め
ている理由については、理論上はここで概観したように説明される。ただ
し、学説においては、この例外は、ヴァッテルの理論体系上の帰結である
というよりは、当時の国家実行を反映しているに過ぎないとの見解もある。
Winfield, supra n. ８, p. １３７; Ernst Reibstein,“Die Dialektik der sou-
vera¨nen Gleichheit bei Vattel,”Zao¨RV , １９. Bd.（１９５８）, p. ６２５; D.G. Lang,
Foreign Policy in the Early Republic: The Law of Nations and the Balance
of Power, Baton Rouge: Louisiana State University Press, １９８５, p. ３１;
Ste´phane Beaulac, The Power of Language in the Making of International
Law, Leiden／Boston: Martinus Nijhoff Publishers, ２００４, p. １５１. ヴァッテル
自身は、イギリス名誉革命、オランダ独立戦争、ユグノー戦争などの先例
に触れている。Vattel, supra n.７７, livre II, chapitre IV, section５６.
()１６８ Palmerston to Cowley, June １９, １８３１, FO７／２２６, The National Archives,
Kew.
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writer）の中にも、何らの権威（Authority）も発見されることができな
いことが理解される」のである。ここにおいて、国際法については著名
な学者の見解に「権威」があることが明示されている。
このような学説の権威を前提に議論が展開される。オーストリアが前
提とする命題からは、必然的な帰結として、「ある人民（a People）が、
独立国家としてほかの諸国から公式に承認されるまでは、当該人民は何
らの公的権利ももたず、他の諸政府は当該人民に対していかなる公的義
務ももたないことに、簡潔に言えば、国際法は当該人民に適用がないこ
とになる」。しかし、「ヴァッテルは、第３巻、第１８章、第２９６節で言う、
『諸外国は、独立国家の対内諸事項に干渉（interfere）すべきでない。
争っている市民間や主権者とその臣民間について審判するのは、諸外国
ではない。諸外国にとって、二当事者は同等に部外者であり、同等に彼
らの権威から独立している』と。それゆえ、双方とも同一の主権者の下
にあるが別の国家であり相互に独立しているロシアおよびポーランドに
関するオーストリアの状況が、中立であれ受動的であれ、その区別は、
オーストリアが二交戦当事者に対して負う諸責務と諸義務に違いを生ま
ず、オーストリア政府は、相互に何らの紐帯もない二つの交戦国の間で
戦争が遂行されているかのように慎重に、いずれに対しても優遇を示す
ことを慎むべきであるようにみえる」。ヴァッテルの定立する国際法に
従うなら、オーストリア政府は、両者を平等に扱い、いずれか一方を優
遇することは禁じられるのである。
このような、「この、国際法の承認された諸原則およびそれらから帰
結してきた実行（Practice）の見方」をとれば、ポーランド軍団に対す
るオーストリアの行動は、「不幸にもロシアとポーランドの間に存続す
る戦争に参加しないと公言する国家の行動を統制すべき諸原則からの
まったくの逸脱であるようにみえる」ことになる。この部分では、「諸
原則」と「実行」が言及されている。これまでの検討から、諸原則が
ヴァッテルの権威に基づく国際法を意味することは明らかである。しか
しそこから帰結する「実行」が何を指すのかは、とくに説明されていな
い。ここでは、具体的な事例が念頭に置かれてはいないが、議論を補強
するために一般的に実行について言及されているように思われる。
《論 説》
１５４（１０７）
⑶ ヴァッテルの権威に対する疑惑
① メッテルニヒの見解
ウィーン駐在のカウリーは、即座にこの訓令を実行し、オーストリア
宰相メッテルニヒと会見して英国政府の見解を示した（１６９）。しかし、
メッテルニヒから英国の主張する諸原則の黙認に類するものすら引き出
すことはできなかった。
カウリーが報告するメッテルニヒの反応においてまず注目すべきは、
彼が学説の権威を疑問視している点である。メッテルニヒはまず、「ロ
シア皇帝はすべてのヨーロッパ諸国によってポーランド王として承認さ
れているので、現状においてポーランドは独立しているとみなされる資
格があると認めることはできない」として、ポーランドが独立国家であ
るとする英国の見解に反論した。ドヴェルニキ軍団の処遇については、
「オーストリアが何らかの国際法の違反で非難されうることが正当であ
る」ことを否認した。カウリーの報告によれば、その際メッテルニヒは、
「この革命の時代に（in these revolutionary times）に生じうるすべての
事件において、ヴァッテルが完全に確かな権威（a perfectly safe author-
ity）とみなされることができるかどうか、疑念を示した」のである。
すなわちメッテルニヒは、オーストリアは国際法に違反していないと主
張したが、その見解は、英国が依拠するヴァッテルの見解の権威を認め
た上でその解釈の妥当性を争うことに基づくというよりも、ヴァッテル
の権威そのものを疑問視し、その結果ヴァッテルを根拠とする議論の様
式自体を否定することに依拠するものと解釈することができる。
ここでメッテルニヒが疑問視しているのが、ヴァッテルの権威に基づ
く議論であるのか、誰であれ学説の権威に基づく議論様式一般であるの
かは、必ずしも明瞭ではない。しかし、ポーランドの地位についての主
張が、すべてのヨーロッパ諸国の「承認」を根拠としていることや、
ヴァッテルを疑問視する根拠が、「革命の時代」という国際社会の現実
に求められていることからは、メッテルニヒが疑っているのは、ヴァッ
()１６９ Cowley to Palmerston, July ２, １８３１, FO ７／２２９, The National Archives,
Kew.
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テル個人の権威であるよりもむしろ、現実の諸国の意思や行動に基づか
ない、学説の権威に基づく国際法の議論一般であるようにも思われる。
ただし、メッテルニヒは会見においてこの点についてそれ以上論を進
めることはせず、「しかしながら問題全体は非常に重要で、非常に多く
の深刻な考慮を含んでいる」ので、オーストリアの行動が完全に正当化
されるものであったことを証明するために、文書で回答することを約束
した（１７０）。
② オーストリア政府の覚書
オーストリア政府は、英国の抗議に対応するために覚書を作成した。
この覚書は、ヴァッテルの権威を直接争うことはせず、英国の議論の土
俵に乗った上で、ヴァッテルの解釈を争うという構成をとっている。し
かし、ここでも、ヴァッテルの権威に対する疑念がほのめかされてい
る。
覚書はまず、ドヴェルニキ軍団に対するオーストリア政府の措置につ
いて、「この際に、国際法と最も著名な著述家たちの権威（l’autorite´）
によって裁可された中立法をオーストリアが侵害した」と主張されてお
り、「我々に浴びせようと欲するこの批判の支えとしてヴァッテルの一
節（国際法、第３巻、第１８章、第２９６節）を引用している」と述べた上で、
「我々が争う気などはないこの一節の価値（me´rit）がいかなるもので
あろうとも、オーストリアにこの節を主張することはできない。オース
トリアは、ロシアであれポーランドであれその対内統治に干渉する
（s’inge´rer）とも、いずれかに対して自己の権威を行使するとも、主張
したことは決してないのである」と指摘している（１７１）。
ここでは、「争う気などない」とはしながらも、やはり、ヴァッテル
の学説の価値に対する疑義を暗示していると考えることができよう。
()１７０ メッテルニヒは、６月２７日付の駐仏大使への書簡で、「私はいい回答を見
つけるだろうし、それを作成するのは難しくないだろう」と記している。
Metternich an Apponyi,２７juin,１８３１, in Metternich,５. Bd., p,１３９.
()１７１ Me´morandum, ６ juillet １８３１, in Theodor Schiemann, Geschichte
Russlands unter Kaiser Nikolaus I, ３. Bd., Berlin: Georg Reimer, １９１３, p.
４６６. 下線部は、原文隔字体で、以下の引用部分でも同じ。
《論 説》
１５２（１０９）
「国際法と最も著名な著述家たちの権威」という表現もまた、国際法と
学説を区別し、学説は国際法そのものではないという見方を窺わせるも
のである。
より注目すべきは、ドヴェルニキ軍団の武器や馬匹をロシアに引き渡
した行為は、そもそも干渉ではないとされている点である。問題の行為
は、干渉に関する国際法規範に基づいて評価されるべき行為ではないこ
とが示唆されているのである。既に検討したように、１８２０年代の国家実
行において議論の焦点となったのは、他国の内乱への軍隊の派遣であっ
た。ただし、干渉概念の外延が、軍隊の派遣に尽きるのか、それとも、
国家間の戦争における中立法違反に相当する行為も含むのか否かについ
ては、必ずしも明確ではなかった。
今回の事件では、直接の軍事介入ではなく、武器や馬匹の引き渡しと
いう、まさに狭義の中立法違反に相当する行為が問題となった。英国
は、ヴァッテルを引用して、そのような行為も干渉と捉えたと考えるこ
とができよう。それに対して、ここでオーストリアは、直接の軍事遠征
に至らない行為は、干渉概念には含まれず、したがって干渉についての
国際法規則は適用がないことを主張していると解釈することができる。
⑷ ヴァッテルに基づく反論
① ヴァッテルの権威の受諾
オーストリア政府の覚書は、ヴァッテルの権威や、干渉についての国
際法が適用される事例か否かについては、それ以上深く追求することは
していない。むしろヴァッテルの権威を一応前提とし、また英国が依拠
した一節の適用をも受け入れた上で、次のように英国に反論する。「し
かし、ここで問題となっている問いに直接関係するのは、我々に対して
論拠にできると信じられている同じ節の、第二部分である。ここで
ヴァッテルは、彼の最初の観察に次のように付け加えている。『疑いな
く、いかなる条約によっても縛られていない諸国家は、自分自身の行動
のために、原因の価値について自分の判断をなし、自己の側に良き権利
を保持しているようにみえる党派を支援することができる。……諸国家
がそうすることができるのは、他国と戦争に突入する国の争論が正当だ
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と思うのであれば当該争論に与するのが自由であるのとまったく同じで
ある。内戦によって分裂した国家の諸同盟国については、当該同盟国
は、諸事情と組み合わされた諸取り極めの性質の中に、とるべき行為の
諸規則を見出すであろう』。これらの学説に従って、ロシアと反乱ポー
ランド人の間でのオーストリアの状況はどのようなものであったのか、
そしてどのようなものであるのか、検討しよう」（１７２）。英国が引用した部
分の直後の一節を前提に、オーストリアは自己の行動の正当化を試みる
のである。
覚書の結論はこうである。「ヴァッテルは言う。『内戦によって分裂し
た国家の諸同盟国について言えば、当該同盟国は、諸事情と組み合わさ
れた諸取り極めの性質の中に、とるべき行動の諸規則を見出すであろ
う』と。ドヴェルニキ事件およびポーランドの反乱に関するその行程の
全体において、一政府が存在しうる最も困難かつ微妙な立場において、
オーストリアがかくも賢明かつ信義をもって、英国政府により引用され
た著述家の助言を充足したことを、見識ある公正な者の誰があえて否認
することがあろうか」（１７３）。まず、ヴァッテルの見解が、国際法としてで
はなく「著述家の助言」と表記されている点に注目すべきであろう。こ
こでも、ヴァッテルの学説は、「助言」であって、国際法自体ではない
との含みが読み取りうるのである。
結論の実質について言えば、正当化の直接的な根拠は、「諸取り極め」
と「諸事情」、とくに後者に求められている。そこで以下では、その内
容をもう少し詳しくみてみよう。
② 同盟・条約関係と他の諸考慮
覚書によれば、「オーストリアは何年もロシアの同盟国であり、また
旧ポーランド領の運命を定めた諸条約は、ポーランドに関するすべてに
おける両国の諸権利と諸利益を特別の仕方で結び付けさえしている」。
したがって、オーストリアは、「自らの軍事力をロシアの軍事力に合流
させる」ことによって、「いかなる国際法の原則も侵害することなく、
()１７２ Ibid., pp.４６６―４６７.
()１７３ Ibid., p.４６９.
《論 説》
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またいかなる著述家の非難も浴びることなく『自己の側に良き権利を保
持しているようにみえる党派』を支援することもできた」（１７４）。つまり、
ヴァッテルの見解に従えば、オーストリアはロシアを支援して内戦に直
接軍隊を派遣することも可能であった。また、ここでも「国際法の原則」
と「著述家」を区別する表現が用いられていることに注意すべきである。
しかしオーストリア政府は、それに劣らず重大な他の諸考慮に鑑み
て、内戦に軍隊を派遣しないことに決定したのであり、「それ以降、交
戦諸当事者に対してとるべきと考える態度を、まったき自由において定
めるのは、オーストリアである。オーストリアは、本来の中立の体系を
選ぶこともできた。また交戦国の路線と厳密な中立国の路線の間の中間
的路線をとることもできた」。そして「この問題において、オーストリ
アは自己の固有の諸利益と自己の固有の諸政治原則にのみ従わなければ
ならない」（１７５）。
ところで、オーストリア政府の見解では、中立は公式の宣言で設定さ
れねばならず、「第三国のまさに国境で行われている流血の戦争におい
ては、当該国の中立は推定されることはない」。中立が「効果を生じる
ためには、その維持と諸特典を請求することが交戦両当事者に許容され
るためには、明瞭かつ多かれ少なかれ義務的な文言で、はっきりと陳述
されなければならない」。しかし今回オーストリアはそのような宣言は
発していないので、中立国ではない。オーストリアは、「すべての諸事
情に優越する人道の諸責務を除けば、ポーランドに対して何ら義務づけ
られていな」い（１７６）。
③ 正統性原則の実践
オーストリアが中立を宣言しなかった理由は、正統性原則にある。
「当政府は、正統主権者とその臣民が同等のものとして扱われうること
を認めない。そして、反乱は権利を構成することはできず、その実力が
いかなるものであれ合法的存在の権原をもたないものに対して諸義務を
()１７４ Ibid., p.４６７.
()１７５ Ibid.
()１７６ Ibid., pp.４６７―４６８.
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負うことは不可能であるという原則から出発すれば、当政府は必然的
に、中立宣言は重大な変則であるのみならず社会秩序を破壊する行為で
あるとみなさざるをえない」のである。「オーストリア政府はこの体系
を変わらず支持してきた」のであり、「１８２３年と１８２４年、降って１８２６年
と１８２７年における、諸同盟宮廷とりわけロンドンの宮廷とやりとりが、
その豊かな証拠を提供してきた」のである。他の諸政府は正統性とは異
なる「諸原理（maximes）」に従ってきており、オーストリアはこのこ
とに不服を言う権利はないが、他国もオーストリアの「判断の自由と歩
みの独立」を拒否すべきではない（１７７）。
④ 受動的姿勢
こうして、一方ではポーランド人に武力を用いることを欲さず、他方
では自己の諸原理およびロシアに対する責務とさえ両立しない中立を公
言することもできない結果「オーストリアには、中間的態度に自らを位
置づけることしか残されなかった。これは、自認された義務的な中立と
は本質的に異なることがよく理解されさえするなら、事実上の中立と呼
ぶことができる」。この「事実上の中立」ないし「受動的姿勢（l’attitude
passive）」は、「戦争への不参加（non-participation a｀ la guerre）」を意味
するに過ぎず、オーストリア政府は、「交戦国のいずれかがこの地位か
ら引き出すことのできる利益を、好みのままに拡大しまたは制限する」
ことができる（１７８）。したがって、ドヴェルニキ軍団の処遇においてロシ
アを優遇することは正当化される。
もちろん、オーストリアは、武器や馬匹だけでなく、兵員もロシアに
返還する権利を有していたし、「そのように行動すれば、ウィーン宮廷
とロシア皇帝すなわちポーランド王との間で今日まで効力を有する交換
協定（cartel）に厳密に従うことにさえなったであろう」。しかし、重大
な諸考慮によって、オーストリアはこれら取り極めを文字通り実施する
ことを控えたのである。この点について不平を言う権利があるのはロシ
ア政府のみであり、ポーランド人ではない。オーストリアは、ポーラン
()１７７ Ibid., p.４６８.
()１７８ Ibid.
《論 説》
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ド人に対して、人道が要求するあらゆることを遵守してきたのであ
る（１７９）。
⑸ 小括
オーストリアは、ロシアとの諸条約関係や、正統性原則についての従
来の実践に基づき、ロシアを支援する権利と中立の否認を根拠づけつ
つ、ポーランド人についての人道上の考慮によって、ロシア側に立った
軍隊による内戦への参加に至らない受動的姿勢を法的に論証したと言う
ことができる。
この「受動的姿勢」は、「諸事情」というヴァッテルの文言からの論
証により正当化されていた。問題は、「諸事情」の内容である。まず干
渉を正当化する「諸事情」として覚書においてその第一の要素として挙
げられているのは、ロシアとの同盟関係およびポーランドに関する諸条
約関係である。とくに後者によりポーランドに関する両国の権利と利益
が特別に結びついていることが指摘されていた。このような両国の特別
の関係により、オーストリアは、国際法上に違反することなく軍隊を派
遣することもできたと主張されたのである。
干渉を正当化するもうひとつの要素として挙げられていたのは、１８２０
年代におけるオーストリア政府の正統性原則の実践である。その際、こ
の原則をめぐる英国との議論の対立に言及されているように、この原則
は諸国が従うべき国際法規範についての国家実行を暗示していると考え
ることは不可能ではないし、これまでに検討したように、まさにトロッ
パウ議定書は、正統性原則を国際法規則として定式化していた。しか
し、この事件ではすでにそのような立場は放棄され、正統性原則は自国
が採用してきた「諸原理」ではあるが、英国はまたそれと異なる「諸原
理」を採用してきたことも認められている。すなわちここで正統性原則
は、国際法規則ではなく、１８２０年代に英国が「我々の位置、我々の諸制
度、考え方の諸習慣、および我々の人民の諸先入観」と定式化していた、
自国の安全に対する危険性の判断基準に位置づけることができるように
()１７９ Ibid., pp.４６８―４６９.
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思われる。
他方、干渉を抑制する事情としては、「人道の諸責務」が指摘され、
この事情の考慮の結果、オーストリアは、直接軍隊を派遣することは控
え、「受動的姿勢」に留まったとされている。
結局、ここでのオーストリアの主張は、トロッパウ議定書からは完全
に逸脱するものであり、干渉がどのような場合に法的に正当化されるか
は規則化できず、個別の事情に即して判断されるという１８２０年以来の英
国の見解を受け入れるものであると解釈することができる。
第４節 １８５０年前後における国家実行の確立
第１項 二月革命
正統性原則とそれに基づく干渉の企図は、１８４８年の諸革命（１８０）におい
て最終的に崩壊し、英国が主張してきた干渉の法的規律は、この時点に
おいて最終的にヨーロッパ公法の解釈として定着したと考えられる。
１８４８年２月、フランスで革命が起こり、共和制が宣言された。３月に
は革命はウィーンやベルリンに波及し、メッテルニヒは英国への亡命を
余儀なくされた。
七月革命と同様、フランス二月革命に対しても、他の列強は事実上の
政府の承認原則を主張し、まもなく革命政府を承認した。英国の外相
パーマストンは、「自己の政府形態がいかなるものであるべきかについ
て決定するすべての国家の権利を承認することは、対外関係における英
国政府の確立した原則であり、したがって、英国政府は、他国に設立さ
れた政府が堅固かつ恒久的に設立されているようにみえる場合には、当
該政府を承認する慣行である」（１８１）と、承認の理由を説明している。
メッテルニヒもまた、失脚以前の３月７日の書簡において、「我々は
()１８０ １８４８―１８４９年の諸革命については、Baumgart, supra n. ３, pp ３１７―３３６;
Bridge and Bullen, supra n.３, pp.６９―７６; Schulz, supra n.３, pp.１４７―２９５; P.
Bastid,“La Re´volution de １８４８ et le droit international,”RdC, tome７２
（１９４８―I）, pp. １６８―２８２; ルイス・ネイミア著、都築忠七・飯倉章訳『１８４８年
革命―ヨーロッパ・ナショナリズムの幕開け』平凡社、１９９８年、君塚、前
掲書（註１２４）、１３３―１５０頁、などをみよ。
《論 説》
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次のような原則から出発する。すなわち、一方では、我々がこの通知を
送るすべての宮廷は、フランスの国内問題の解決に対するいかなる干渉
（intervention）も許容されないことについて一致するに違いないとして
も、他方諸宮廷は、フランスが、政府形態を変更したという事実によっ
てフランスに課された条約義務から解放されるとか、あるいは他国の国
内問題に干渉する（se me＾ler）権利があるとか考えうるということを認
めるつもりはない」、「諸宮廷はその国の国内問題の解決に関する問題に
干渉することを要求されているとは考えない。諸宮廷は事実のみに拘束
され、その観点から、慣例的な国際関係を開始するために彼らの眼前に
現れる、形成された政府をみるのである」（１８２）と述べ、フランス政府が条
約を尊重し、他国の反乱分子に援助を与えずに不干渉を維持するという
条件の下に、事実上の政府を承認することを明らかにしている。
第２項 ハンガリーにおける反乱（１８３）
正統性原則の放棄は、事実上の政府の承認原則の採用においてだけで
なく、内乱に対する干渉の根拠としての正統性原則の放棄からも明らか
になる。
１８４８年の諸革命の一環として発生したハンガリーにおける反乱を鎮圧
するために与えられたロシアのオーストリアへの軍事援助に際して、援
助を承諾するロシア皇帝の声明（１８４）に対する公的な解説は、ロシア軍の
進入の根拠を次のように説明している。「この重要な措置の原則と諸動
()１８１ Palmerston to Bloomfield（St Petersburgh）, No. ７０, ２８ March １８４８, in
Temperley and Penson, supra n.１９, p.１５９.
()１８２ Metternich an Lebzeltern in Petersburg（D.）, ７. Marz １８４８, in Metter-
nich,７. Bd., pp.５９６―５９７.
()１８３ ロシアの援助については、Ian W. Roberts, Nicholas I and the Russian
Intervention in Hungary, Houndmills, １９９１; Bastid, supra n. １８０, pp. ２４５―
２５０. をみよ。１８４８年以来、ハンガリーは自由化を要求していたが、１８４９年
３月独立を宣言した。オーストリア政府はこれに対してロシアの援助を要
請した。
()１８４ Manifest of the Emperor of Russia, April２６,１８４９, in BFSP１８４８―１８４９, p.
１１００.
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機は、二つの主要な根拠に基づいている。すなわち、古来の同盟の諸取
り極めと諸合意によって我々が連合している政府の公式の要請が我々に
課す道徳的義務（devoir moral）と、この状況において我々の自衛（propre
de´fense）に配慮する必要性から我々が引き出す実定的権利（droit positif）
である。我々の地理的状況の全体とカルパチアやドナウ沿いに居住する
人民の状態にあえて視線を注ぐ人にとっては、我々の近接する諸関係や
最も本質的な利益への重大な混乱を引き起こすことなしに、オーストリ
アの君主制が、自己の側で一瞬でもその所有物や政治権力を侵害される
ことは不可能であることが、明白になる。ハンガリーの反乱が勃発した
ことによって、この反乱はこれらの利益を危険に曝してきた」。ロシア
政府によれば、同政府はこれまで「自己に課した中立」を維持してきた
が、「実際のところ、前年５月１４日の声明の際に、外国の国内諸事項へ
のあらゆる干渉（inge´rence）を注意深く自らに禁じ、自己が欲するよう
に対内国制を変更することを個々の外国の自由に委ねると宣言しながら
も、ロシア政府は、外部の諸革命の余波が自己自身の安全を脅かし、自
己の国境地域において諸条約によって設立された領域的均衡がロシアに
有害なように撹乱され変更される場合における、完全な行動の自由をあ
らかじめ自己に留保するように配慮した」のである（１８５）。
ここでは、干渉の根拠は二つあるとされる。ひとつはオーストリア政
府の援助要請である。もうひとつは「自衛」の必要性であり、その必要
性の根拠は、ロシアとオーストリアの地理的関係に求められている。し
たがって、いずれも干渉国と被干渉国の間の具体的な関係を判断基準と
するものであると言えるだろう。
英国外相パーマストンは、「英国政府がいかにこのロシアの干渉や、
この干渉をもたらした諸原因、この干渉が生じさせうる諸効果を、どれ
だけ遺憾としようとも、この状況が現在この問題についての英国の諸見
解の公式の表明を必要とするものだとは、当政府は考えない」と述べ、
ロシアの行動を黙認した（１８６）。
()１８５ Extract from the“Journal de St. Pe´tersbourg,”May１１,１８４９, in ibid., pp.
１１００―１１０２.
《論 説》
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以上の検討から、１８４８年時点において、正統性原則は完全に放棄され
たと結論づけることが許されるであろう（１８７）。
第５節 クリミア戦争開戦過程（１８８）における「干渉」と「強制措置」
これまでの検討から、１８５０年前後において、内乱への軍隊派遣を主な
()１８６ Viscount Palmerston to Mr. Buchanan, Foreign Office, May １７, １８４９, in
ibid., p.１０９８.
()１８７ この結論は、１８３０年以降のヨーロッパにおいては、「小国において革命や
内戦が発生した場合、その小国への影響力行使を承認されている大国のみ
が、一国の場合には単独で、複数の場合には相互の協議によって、個別に
対処する体制」が確立したとする、山田慎人の見解に基本的に一致するも
のということができる。山田慎人「『欧州協調』の運営原則１８１５―１８４８」㈠
㈡・完『法学論叢』第１４２巻第１号（１９９７年）、３１―５４頁、第１４３巻第５号（１９９８
年）、９９―１１７頁。
しかし山田が、ヨーロッパ全体の均衡のための「ヨーロッパ協調」の行
動をも、単にすべての大国の影響力の共有に基づく行動として、影響力圏
に基づく個別大国の干渉権の延長上に捉えている点は、国際法の観点から
は同意できない。山田、同論文、１０８―１１２頁。
本章で検討したように、列強は、ヨーロッパの均衡の維持のための干渉
を、それぞれの影響力圏への個別利益の一致によってではなく、ヨーロッ
パの一般利益に基礎づけていたのであり、影響力圏にもとづく安全保障の
ための干渉と、ヨーロッパの一般利益維持のための列強の共同行動は、法
的に区別されていたと考えられるのである。
したがって、１９世紀ヨーロッパで法的に正当化された干渉を、個別国家
の必要状態に基づく干渉（Notstandsintervention）の概念のみによって説
明するオスターマイア （ーGerhard Ostermeyer）の議論も、適切ではない。
Gerhard Ostermeyer, Die Intervention in der Vo¨ikerrechtstheorie und ―
praxis unter besonderer Beru¨cksichtung der Staatenpraxis des １９. Jahr-
hunderts: Ein Beitrag zur Interventionslehre, Wu¨rzburg-Aumu¨hle: Konrad
Triltsch Verlag,１９４０, pp.４３,５０. シュミットによる、オスターマイアー批判
については、Carl Schmitt, Vo¨lkerrechtliche Gro raumordnung, mit Inter-
ventionsverbot fu¨r raumfremde Ma¨chte: Ein Beitrag zum Reichsbegriff im
Vo¨lkerrecht, unvera¨nd. Ausg. der ４. erw. Aufl., Berlin: Duncker & Hum-
blot,１９９１, p.５０, n.６０. をみよ。
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内容とする「干渉」については、ヨーロッパ列強の国家実行は英国の見
解にほぼ収斂したと考えることができる（１８９）。すなわち、不干渉原則お
よび、ベルギー問題に代表される諸条約により確定されたヨーロッパの
領域的均衡の侵害に対する干渉の合法性は、国際法規則として承認され
る一方で、それ以外のいかなる場合に「自衛」ないし「自己保存」の必
要性から干渉が正当化されるかについては国際法規則は存在せず、個別
具体的な事情に即して判断されるしかないという、国際法規則の限定性
が認められていた。
これに対して、１８５３年から１８５４年にかけてのクリミア戦争開戦過程に
おいては、これまでの内乱を前提する用法とは異なる、国際紛争への影
響力行使を意味するもうひとつの「干渉」概念が登場している。また、
戦争に至らない軍事力の使用一般を表す類概念としての「強制措置」概
念も発見されることになる。
クリミア戦争は、当時トルコ領であったエルサレムの管理権を巡る、
ギリシア正教徒とカトリック教徒の争い、および、その後ろ盾であるロ
シアとフランスとトルコの対立に端を発するものである。１８５３年春、ロ
シアは特派使節メンシコフ（Alexander Menshikov）をトルコに送り、
トルコ政府との交渉にあたらせ、聖地管理権問題自体は決着した。しか
しメンシコフはさらに、トルコ領内の全ギリシア正教徒に対するロシア
の保護権をトルコが承認することを要求した。これをトルコが拒否する
と、ロシアは５月に外交関係を中断し、さらに７月には、要求の受け入
れを強制するため、トルコ領内の自治国家であったモルダビアとワラキ
ア両公国を、宣戦することなく占領した。ここに至って、ヨーロッパの
他の四つの列強である英、仏、墺、普は紛争処理に乗り出し、７月末以
降ウィーンで断続的に会合し紛争処理案を協議したが成功せず、１０月に
()１８８ クリミア戦争開戦過程については、君塚、前掲書（註１２４）、１７０―１８５頁；
Schulz, supra n. ３, pp. ２９６―３２３; David M. Goldfrank, The Origins of the
Crimean War , London: Longman, １９９４; Paul W. Schroeder, Austria, Great
Britain, and the Crimean War: The Destruction of the European Concert ,
Ithaca: Cornell University Press,１９７２, などをみよ。
()１８９ Schulz, supra n.３, pp.１５０,１５５.
《論 説》
１４２（１１９）
はトルコがロシアに宣戦、１８５４年２月にはロシアが英仏との国交を断
絶、２月末に英仏が最後通牒を発し、３月末には正式にロシアと開戦す
るに至った。
第１項 「干渉」の意味内容
開戦過程において、四つの列強は、ロシアとトルコの紛争の処理を試
みたが、これらの諸国は自らの行動を、干渉と性格づけている。例え
ば、１８５３年１２月５日の議定書においては、四カ国の代表が「ロシア宮廷
とトルコ宮廷の間に生じた紛争を取り除く諸手段を探求するために会議
に集まった」ことが確認され、結論部においては、「自らの友好的干渉
（intervention amicable）よって平和の再建に貢献するという列強（Puis-
sances）の希望」に言及されているのである（１９０）。
それでは、これらの諸国は、具体的にどのような行為を干渉に当たる
行為として念頭に置いていたのであろうか。ここで「干渉」と呼ばれて
いるのは、具体的には、紛争当事者と列強が参加する会議での交渉およ
び合意による紛争処理であると解釈できる。例えば、オーストリア外相
は、「六カ国代表が出席した交渉」を支持することを明言し、「交渉に提
起されるに違いなく、完全にヨーロッパ的性格を帯びている多くの問題
が、同盟諸国の直接の干渉を必要としないということはありえない」と
述べている（１９１）。フランス政府は、１１月の回状において、「東方問題が到
達したこの段階においては、この問題はヨーロッパの公式かつ粘り強い
干渉によってしか解決されえないように思われる。この干渉を行使する
最良の手段は、ロシアとトルコ自体が代表される真剣な会議の開催にあ
る。逆に、もし臆病かつ何らかの非公式なやり方による周旋しかないの
であれば、このように重大な問題において列強政府が自己の行動を一種
の認容によってしか表明しないのであれば、おそらく、手を引いて事態
を見守るほうがましであろう」と主張していた（１９２）。
()１９０ Protocol of a Conference of the Four Representatives, held at Vienna,
December５,１８５３, in EP, pp.７６１―７６２.
()１９１ The Earl of Westmorland to the Earl of Clarendon, Vienna, December
２０,１８５３, in EP, p.７９４.
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１４１（１２０）
この点を最も明瞭に説明しているのが、１８５３年６月に、フランス外相
がロシア大使に述べた言葉である。彼は次のように発言した。「貴宮廷
の諸要求がロシアとトルコの個別の関係にしか関わらず、よって我々が
干渉する（me＾ler）必要のない事項であるか、あるいは、スルタンの独
立と主権に影響を与えるものであり、したがってヨーロッパの事項であ
るか、二つにひとつである。……我々は我々をトルコの保全の保障者と
する条約に署名しているので、諸約束を忘れておらずそれらを履行する
用意があることを示さなければならない。もしあなた方が、トルコ政府
が間違っていると信じるなら、もし、トルコ政府が許容できない要求を
見出すところに、あなた方は正当な主張しか見出さないのであれば、
まったくのところその紛争を解決するために設立された法廷（この表現
を使うことをお許しいただきたい）が存在する。それは、１８４１年の取り極
めに参加した五大国の会議である。ロシアも含む五大国は、オスマン帝
国の独立は、ヨーロッパの均衡に必要なものであること、今後五大国の
庇護下におかれることを、共同で決定した。したがって、五大国は、現
在の状況において、トルコ政府があなた方の要求の重大性を誇張してい
ないか、あるいはあなた方自身が自己の要求の真の価値について誤解し
ていないか、審査する資格を有している」（１９３）。
以上のような発言において、ここでの「干渉」とは、ヨーロッパ全体
の利益、とりわけヨーロッパの領域的均衡に関わる国際紛争について、
列強が会議手続を用いて審査することを意味することが示唆されてい
る。管見の限り、干渉概念の定義を直接の対象とする当時の外交文書は
見出せず、ヨーロッパ諸国がどのような意味で干渉の語を用いていたの
かを確証することはできないが、以上の検討結果を前提に、外交文書の
中にみられる表現から干渉および不干渉を定義するとするなら、干渉
は、「重大なヨーロッパの利益に間近に触れる問題の処理に対して干渉
()１９２ Zirkular, Paris, le ７ novembre １８５３, in Winfried Baumgart hrsg., Akten
zur Geschichte des Krimkriegs（hereinafter, AGK）, Serie IV, Band １, p.
６１２.
()１９３ Drouyn de Lhuys an Delacour, Paris, le １３ juin １８５３, in AGK, Serie IV,
Band１, pp.２６８―２６９.
《論 説》
１４０（１２１）
列強（Puissances intervenantes）の正当な影響力（une influence le´gitime）
を確保する」（１９４）という表現にみられるように、列強が会議手続を通じて
国際紛争の帰趨に影響力を行使する行為一般を意味内容とすると言うこ
とができるように思われる。
第２項 国際紛争への関与としての干渉の法的地位
⑴ ヨーロッパの均衡の要素としてのトルコの保全
１８５３年１２月５日の四大国の議定書は、「諸条約がトルコに配分してき
た範囲におけるトルコの存続は、実際のところ、ヨーロッパ均衡の必要
条件のひとつとなっている。そして、下名諸全権は、現在の戦争がいか
なる場合にも、時間が東方に確立したものであり、かつまた他のすべて
の列強の平穏に必要なものである保有状態を変化させうる変更を、両帝
国の領域区分にもたらすことができないであろうということを、満足を
もって確認する」と述べている（１９５）。トルコの保全を原則として採用し
ている条約として、四大国が念頭に置いていたのは、１８４１年にヨーロッ
パの五つの列強とトルコの間で締結された、いわゆる海峡条約であっ
た（１９６）。１８４１年条約がトルコの保全を原則としていることを前提に、ロ
シア以外の列強は、ロシアによる、トルコ領内の全ギリシア正教徒に対
()１９４ Buol an Hu¨bner, Vienne, le １４ Novembre, in AGK, Serie I, Band １, p.
４２７.
()１９５ Protocol of a Conference of the Four Representatives, held at Vienna,
December５,１８５３, in EP, p.７６１.
()１９６ この条約の直接の対象は、ボスフォラス、ダーダネルス両海峡の法制度
を定めるものであり、トルコの保全そのものを規定したものではなかった。
ただし、その前文において、「イギリス女王陛下、オーストリア皇帝陛下、
フランス国王陛下、プロイセン国王陛下、ロシア皇帝陛下は、彼らの連合
と合致が、彼らの配慮の一貫した目的である一般平和の維持についての最
も確実な保証をヨーロッパに提供するものであることを確信し、また、上
記諸陛下は、スルタン陛下の主権的諸権利の不可侵性に彼らが払う尊重お
よび、彼の帝国の平穏が確立されるのを目にすることについての彼らの真
摯な希望の明白な証拠を、スルタン陛下に与えることによって、この合致
を証明することを欲し……」と規定されていた。CTS, vol.９２, p.８.
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１３９（１２２）
する保護権の要求や、モルダビア・ワラキア両公国の占領を、トルコの
保全を侵害するものと捉えたのである。すなわち、保護権の要求につい
て、トルコ駐在英国大使は、「そのような既存の諸条約の拡大は、……
共通の合意により１８４１年条約によって確立された合法性の原則の精神に
ほとんど合致しないとみなされる危険を冒すことになるであろう」と、
メンシコフに警告していた（１９７）。フランス政府は次のようにロシアの要
求を評価していた。「列強間の均衡は、列強間の平等と調和の不可欠の
条件である。そして、もしオスマン帝国が消滅したりこれ以上弱体化し
たりする場合には、この均衡は不都合な侵害を被るであろう。すべての
政府の意見では、当初定式化されたロシアの主張は、スルタンの主権的
諸権利を損なうものであった。トルコ政府に領土の一部を喪失させるも
のではなかったが、トルコの住民の目から、彼らを統治するのに必要な
トルコ政府の威信を奪い取るものであった」（１９８）。
以上は、ロシアによる保護権要求がトルコの保全を侵害するとの見解
である。他方、ロシアによる両公国の占領は、両公国からの撤退が英仏
の最後通牒における直接の要求であり（１９９）、四大国の１８５４年４月９日の
議定書においては、この英仏の通牒について、「法的に根拠のあるもの
として（comme fonde´e en droit）オーストリアおよびプロイセンに支持
された……要求」とされ、「ドナウ諸公国からの撤退という事実が不可
欠の条件のひとつであり、これからもそうであるであろう、オスマン帝
国の領土保全」（２００）と述べられている。ここから、この占領がオスマン帝
国の領土保全を侵害する違法な行為であると四大国がみなしていたこと
がわかる。すなわち、「継続的な両公国の占領は、……国際法とヨー
()１９７ Lord Stratford de Redcliffe to Prince Menchikoff, Pe´ra, le８Mai,１８５３, in
EP, p.１９４.
()１９８ Instruktion fu¨r Baraguey d’Hilliers, Paris, le ３０ octobre １８５３, in AGK,
Serie VI, Band１, p.５８９.
()１９９ The Earl of Clarendon to Count Nesselrode, Foreign Office, February
２７,１８５４, in EP, pp.９８８―９８９.
()２００ Protocol of a Conference held at Vienna, April ９, １８５４, in EP, pp. １０２１―
１０２２.
《論 説》
１３８（１２３）
ロッパの利益に合致しない」（２０１）のであり、「スルタンの領土は征服地と
して占領され、こうしてロシア政府はヨーロッパの現状を破壊し、１８４０
年と１８４１年に列強によって宣言された意思に矛盾し、一般平和の撹乱者
としてロシアに刻印を押した」（２０２）のである。
⑵ 干渉権
かくして、トルコの保全は１８４１年条約によってヨーロッパの均衡の不
可欠の要素として法的に保護されており、ロシアの行動は１８４１年条約の
原則に違反する結果、英国外相の表現を借りれば、「ヨーロッパ国際法
（International Law of Europe）を構成し、一般平和と諸国の権利の唯一
の実効的保障である諸条約を防衛し支持するために干渉すること」（２０３）
が、正当化されるのである。１８５３年６月、オーストリア外相も、「１８４１
年条約の締約国である列強は、干渉し、仲介によって、ロシア皇帝の期
待を満たしかつ両公国からの撤退とオスマン帝国の保全の確立を保障す
るような取り極めをもたらす権限を与えられうる」と述べていた（２０４）し、
フランス外相は、「フランス政府は、ロシア・トルコ紛争はヨーロッパ
の死活的利益に間近に触れるので、四列強は仲介者として名乗りを上
げ、必要とあらば交戦両当事者に仲裁を課す権利だけでなく義務を有す
ると考える」と述べ（２０５）、「交戦両当事者が合意する文書を会議の審判に
服させる、すなわち従属させること、このことは、会議に裁判管轄！の
実定的権利を付与することであり、最も断定的に、ロシア・トルコ関係
()２０１ Buol an Franz Joseph I.,［Wien］, den ２１, Ma¨rz １８５４, in AGK, Serie I,
Band１, p.６８９.
()２０２ The Earl of Clarendon to Sir G.H. Seymour, Foreign Office, January３１,
１８５４, in EP, p.８６２.
()２０３ The Earl of Clarendon to Sir G.H. Seymour, Foreign Office, July １６,
１８５３, in EP, p.３９６.
()２０４ The Earl of Westmorland to the Earl of Clarendon, Vienna, June １７,
１８５３, in EP, p.３１４.
()２０５ Hu¨bner an Buol, Paris, le ２０Novembre１８５３, in AGK, Serie I, Band１, p.
４３２.
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１３７（１２４）
へのヨーロッパの干渉を確認するものである」（２０６）とも述べていた。
第３項 「強制措置」概念の発見とその消極的機能
現代の国際判例や学説では、干渉とは他国の意思の強制のことである
とされている。しかし、以上の検討から、１９世紀においては、干渉は、
内乱への軍隊派遣と、会議手続による国際紛争への影響力行使という二
つの意味をもっており、いずれも強制には一致しないことがわかる。
ただし、クリミア戦争開戦過程においては、戦争に至らない軍事力の
使用を意味する用語として、「強制措置」の法概念が諸国に意識される
ようになっている。この「強制措置」が、現代における強制としての干
渉概念に相当する当時の法概念であると解釈することが可能である。
クリミア戦争開戦過程では、二つの強制措置の事例がみられる。ひと
つは、１８５３年７月の、ロシア軍による両公国の占領である。もうひとつ
は、１８５３年１２月の英仏艦隊によるロシア艦隊への要求である。
前者について、ロシア政府は次のように説明している。「ヨーロッパ
公法においては、常に、積極的な戦争と単に強制的な措置（mesures sim-
plement coe¨rcitives）の明瞭な区別がある。フランス政府は、現代史と自
分自身の政治的先例の中にこの区別の多くの事例を見つけるために、
ずっと遠くまでさかのぼる必要はないであろう。ギリシア革命の時代に
おいて、スルタンが当時自己の領土とみなしていた領土の保全の侵害に
対して強く抗議した、スルタンの軍隊を追い払うためのフランス軍のモ
レア進入や、沿岸の封鎖、トルコ艦船の拿捕と破壊という、一連の武力
措置（mesures de force）でそれにも拘らず戦争状態を引き起こさなかっ
たものについて述べずともよい。さらに我々は、１８３０年以降に、フラン
スがイギリスとともに、しかし露墺普に直接対立して、オランダ王の抗
議や、オランダ王に下された条件を彼に自発的に受諾を決意させようと
試みていたその他の三大国の抗議にも拘らず、オランダ王がいまだ放棄
に同意していなかった領土に侵入して王の軍隊の撤退をこの王に要求
()２０６ Drouyn de Lhuys an Walewski, Paris, le １６ fe´vrier １８５４, in AGK, Serie
IV, Band１, p.８５１.
《論 説》
１３６（１２５）
し、後にはアントワープを砲撃し、同盟国とともにオランダの港湾を封
鎖したことを想起することができるであろう。英仏はそのときこれらす
べての行為を、自らが引いたある枠の中に収められた強制措置と性格づ
けた。我々の知る限り、我々は現在までのところそこまで強制措置を拡
大していない」（２０７）。また、別の文書においても、「この措置は我々のト
ルコとの局地的な条約には影響を与えたが、いかなるヨーロッパの諸条
約も侵害しなかった。ところで、たくさんの先例が、単なる強制措置と
真の戦争行為の間の区別を許容している」として、上記の二つの先例と
ともに、１８５０年に金銭的請求を実現するためにイギリスがギリシアを封
鎖した、いわゆるドンパシフィコ事件が挙げられている（２０８）。
ここでロシアが両公国の占領は強制措置であってトルコに対する戦争
行為ではないことを強調した理由は、１８４１年の五大国とトルコの条約に
おいて、平時においてボスフォラス・ダーダネルス海峡はすべての外国
軍艦に閉鎖されることになっていたことにある（２０９）。ロシアによる両公
国占領によって既に戦争状態が生じているとされると、英仏艦隊が海峡
を越えて黒海に進出できることになり、ロシアが戦略的に不利な立場に
置かれる危険があったのである。これに対し、英仏は、ロシアが両公国
を占領した時点で、事実上戦争状態が発生し、英仏艦隊の海峡進入も法
的に可能になったと主張した（２１０）。
第二の例は、１８５３年１１月に、黒海のトルコ沿岸のシノペの海戦におい
てロシア艦隊がトルコ艦隊に壊滅的打撃を与えると、１２月、英仏は自己
()２０７ Count Nesselrode to M. de Kisse´leff, St. Petersbourg, le１３Aou＾t,１８５３, in
EP, pp５０５―５０６.
()２０８ Me´morandum aux Ministres et Agents Diplomatiques de la Russie, don-
nant un expose´ de la Question d’Orient jusqu’a｀ sa Phase actuelle, et de la
conduite que la Russie y a tenue, St. Petersbourg, le １５ Fe´vrier, １８５４, in
BFSP１８５５―１８５６., pp.３６９―３７０.
()２０９ CTS, vol.９２, pp.７―１０.
()２１０ Circular to Her Majesty’s Missions abroad, Foreign Office, November７,
１８５３, in EP, p. ６７０; Walewski an Drouyn de Lhuys, Londres, le ２７ septem-
bre１８５３, in AGK, Serie IV, Band１, p.５０８.
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の艦隊を黒海に進入させ、ロシア艦隊に対して、黒海での軍事活動を停
止しクリミア半島の母港に撤退するよう要求し、従わない場合には撤退
を強制すると通告した事例である（２１１）。この行動は、戦争には至らない
強制として、「強制措置（coercive measures）」（２１２）と呼ばれている。フラ
ンス政府の見解によれば、これはギリシア独立戦争におけるトルコに対
する強制や、ベルギー独立戦争におけるオランダに対する強制などの過
去の先例からも正当化できる行為である。すなわちフランス外相は次の
ように述べた。「ナヴァリノ海戦に先立って、宣戦布告があったであろ
うか。英国がエスコーに軍艦を派遣しフランスがアントワープ要塞に陸
軍を派遣したとき、平和の破棄通告がオランダ王に公式になされていた
であろうか。私はこれら二つの目立つ事実だけに止めておくが、フラン
スと英国が、開始された戦闘行為を停止させるために、あるときは武力
の直接の行使によって、またあるときは脅迫的な外観をもつ措置によっ
て、干渉を課すことをためらわなかったが、それにもかかわらず前もっ
ての宣戦布告によって交戦国の一方または他方との関係を断絶すること
を義務づけられるとは考えなかったさらなる他の事例を示すことは、私
には容易であろう」（２１３）。
これら二つの事例から明らかになるのは、まず第一に、このヨーロッ
パ公法上の「強制措置」は、戦争との対置において意義を有する概念と
して導入されていることである。つまり、ロシアや英仏はそれぞれ、自
らが行った軍事行動によって戦争状態が生じたと相手側に解釈されるこ
とを回避することを目的に、「強制措置」の概念を提起していた。言い
換えれば、ここで主張されている「強制措置」の法的機能はもっぱら消
極的なものであって、当該行為からは法的効果として戦争状態が発生す
ることはないことを意味するに過ぎない。そのような平時における軍事
()２１１ The Earl of Clarendon to Sir G.H. Seymour, Foreign Office, December
２７,１８５３, in EP, pp.７８８―７９０.
()２１２ Sir G.H. Seymour to the Earl of Clarendon, St. Petersburg, January １３,
１８５４, in EP, p.８５０.
()２１３ Drouyn de Lhuys an Walewski, Paris, le１９, de´cembre, in AGK, Serie IV,
Band１, p.７０９.
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力行使が、どのような場合に国際法により積極的に許容されまたは禁止
されるか、現実に両陣営が行った行為が国際法上適法か否かといった問
題は、重視されておらず議論もされていないのである。
第二に、このように戦争との区別という消極的意義を担う「強制措置」
の存在を論証するため、過去の先例が持ち出されている。ロシアの主張
においてもフランスの見解においても、強制措置の先例とされているの
は、ギリシア独立戦争におけるトルコに対する英仏露の軍事行動と、ベ
ルギー独立戦争におけるオランダに対する英仏の強制行動である。ロシ
アの主張では、さらに１８５０年のドンパシフィコ事件が付け加えられてい
る。既に検討したように、ギリシア問題やベルギー問題における軍事力
行使は、それが行われた時点では内乱への軍隊派遣としての干渉の問題
としてその法的性格が争われていたのであり、ここでの焦点である戦争
との区別という観点から議論されていたわけではなかった。その意味
で、クリミア戦争開戦過程におけるこれらの事例の参照は後付けであ
り、先例の遡及的な発見であると言うことができる。ただし、内乱への
軍事力派遣が戦争でなかったことは、それが「戦争」ではなく「干渉」
として議論されていたことから明らかである。その意味では、これら干
渉を、戦争との区別をその法的意義とする「強制措置」の一種と捉え、
その先例として参照することは、不当ではないとも考えられる。
内乱への軍隊派遣としての「干渉」を「強制措置」の一種と考える場
合、両者の関係が問題になるが、既に述べたように、ここで遡及的に発
見された「強制措置」は、単に戦争に至らない軍事力行使を意味するだ
けで、その合法性や違法性の要件については何も述べていない。した
がって、「強制措置」は、平時における様々な軍事力使用類型をその合
法違法を問わずにすべて包摂する類概念に過ぎず、これに対して「干渉」
は、内乱への軍隊派遣という「強制措置」の一種として、本章で検討し
たような国際法諸規範によってその合法性がとくに規律されていると考
えることができるだろう。
第６節 小括
本章における検討結果をまとめよう。
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まず、１９世紀前半のヨーロッパにおける国家実行において、干渉権や
不干渉原則は、他国政府の意思の強制を規律の対象とするものではな
かったと言うことが許されるであろう。当時において干渉とは、他国に
おける内乱に軍隊を派遣することを主に意味していた。ただし、その外
延については、中立法違反に相当する行為や承認行為なども干渉概念に
含まれるかどうか争いがあった。
この意味での干渉については、争われたのは、はたして国際法は、干
渉の禁止の例外を含め、不特定多数の事例に画一的に適用できる規則を
具備しているか否かであった。一方において、トロッパウ議定書に代表
されるように、いかなる場合に干渉が許されるかについては国際法規則
によって規制されているという立場があり、他方において英国は、干渉
の許容性について国際法規則を定立することは不可能であると主張し
た。すなわち、国家実行上の議論の焦点は、干渉についての国際法規則
の限定性の是非にあったと言うことができる。そして最終的には、英国
の見解が他のヨーロッパ列強にも受容されていた。
英国の見解によれば、規則化されないのは、「自衛」ないし「自己保
存」の必要性に基づく干渉権と呼ばれるものであった。問題は、国際法
規則以外のいかなる基準によって、この「必要性」が判断されるのかと
いう点である。この点に関しては、条約関係や地理的関係、人的関係な
ど干渉国と被干渉国の間の何らかの個別具体的な関係という基準が要求
されていると解釈することが可能であった。
内乱への軍隊派遣を意味する干渉の規制において、既存政府の同意・
要請にいかなる法的意義があるかという点も、規則化についての対立に
対応して二つの次元を考えることができる。正統性原則に基づく干渉権
の規則化を主張した大陸諸国においては、同意の問題もアーヘン議定書
の規則の適用問題として発現した。しかしベルギー独立問題で明らかに
なったように、既存政府の同意という同議定書の要件は結局形骸化して
いた。他方で、干渉権の規則化を否定する立場においては、既存政府の
同意は、法規則の外部における「自衛」ないし「自己保存」の必要性の
評価において、その考慮要素のひとつとしての意味を与えられていたと
考えることが可能である。これは、ハンガリー反乱時におけるロシアの
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説明に示されていると言えよう。結局、大陸諸国のように法規則の次元
で捉える場合にも、英国のように法規則の外部の次元で考える場合に
も、既存政府の同意の有無は、干渉の適法性についての決定的要素では
ないと結論づけることができる。同意がなくても干渉は正当化されうる
し、同意があったからといって常に干渉が正当化されるわけではない。
ここで本研究の問題関心に戻ろう。以上のように、１９世紀前半の国家
実行においてすでに、干渉について、不特定多数の事例に画一的に適用
できるという意味での抽象性を備えた国際法規範の存否が争われてい
た。それでは、その際、最終的に規則化の是非が問題となっていたのは
いかなる事項であろうか。直接的に争われていたのは、自衛ないし自己
保存のための干渉権における、自国の安全に対する危険の判断基準の規
則化であった。しかし、この危険性の基準の問題は、終局的には、危険
が及ぶ国家自体を国際法規則によって規定できるか否か、序章での整理
に即して表現するなら、国家は連邦における連邦構成国に類比できる国
際法秩序内部の制度なのか、それとも国際法の外部にある事実であるの
か、という問題に還元されていたように思われる。すなわち、一方で大
陸列強は、正統性原則を定立することによって、国家の統治体制を国際
法規則によって規定することを意図していた。これは国家を国際法の制
度として位置づけるものと捉えることができるだろう。これに対して英
国は、すでに引用したように、「我々の位置、我々の諸制度、考え方の
諸習慣、および我々の人民の諸先入観は、我々を本質的に異ならせてい
る。我々は、すべての問題において同じように推論し同じように感じる
ことはできない」（２１４）として、国家に形を与えるのは、国際法ではなく、
その位置や制度、習慣、先入観といった諸事実であると主張したと解釈
することができる。そして、このような英国の立場から、大陸列強の議
論は、ヨーロッパに「連邦制」を導入し、連邦構成国が連邦内部の部分
秩序であるように、国家をヨーロッパ公法秩序内部で会議手続の監督に
服する部分秩序と位置づける企図として批判されていたのである。
こうして、１９世紀ヨーロッパにおける国家実行は、干渉の問題につい
()２１４ Temperley and Penson, supra n.１９, p.５８.
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ての国際法規則による規制の射程を左右するのは、連邦制を類推して主
権国家を国際法秩序内部の制度と捉えるか、それともそのような類比を
否定して主権国家は国際法秩序の外にある事実とみるか、についての態
度決定であることを示唆すると結論づけることができるだろう。
本研究のもうひとつの関心である、干渉の国際法規制の展開における
学説と国際法の関係についても、本章の検討から示唆が得られた。内乱
への関与を問題とする諸国の論争においては、それぞれの立場の根拠の
ひとつとして、ヴァッテルが「権威」として引き合いに出されることが
あった。トロッパウ会議におけるロシアの主張や、ドヴェルニキ事件に
おける英国の抗議がこれにあたる。しかし、ヴァッテルは国家実行上の
先例や条約とともに根拠のひとつとして言及されているに過ぎず、ド
ヴェルニキ事件においてメッテルニヒは、学説の権威自体に疑問を提示
していた。１９世紀前半の干渉についての議論においては、既に学説の権
威は低下しつつあったと考えることができるだろう。
最後に、１９世紀ヨーロッパの国家実行における「干渉」の語の用法に
ついてまとめておこう。当時において「不干渉原則」や「干渉権」が国
際法の問題として議論される際に念頭に置かれていたのは、軍隊の派遣
を中核とする内乱への影響力行使であった。他方で、クリミア戦争開戦
過程では、以上のような内乱を前提とする「干渉」とは区別される、列
強の会議手続を通じた国際紛争への影響力行使という意味でのもうひと
つの「干渉」概念が析出されていた（２１５））。この会議による「干渉」は、
()２１５ １９世紀中盤の有力政治家であり、首相や外相を歴任した英国人ラッセル
は、その１８６５年の著書において、国家実行上、二つの干渉概念が存在する
ことを指摘している。彼はその中で次のように述べている。「外交の問題に
ついては、イギリスの政策が過去において指導されてきており、将来も指
導されるであろう原則について、人心に相当の曖昧さが蔓延している。こ
の曖昧さの多くは、干渉（intervention）の語に付与されている二重の意味
から生じている。干渉という語の通常かつより適切な意味は、他の諸国の
対内諸事項への介入（interference in the internal affairs of other nations）
である。この語の、新奇かつそれほど正確でない適用は、独立国家間の諸
紛争へのあらゆる介入（all interference in the disputes of independent na-
tions）に対するものである。前者の意味において、１８２１年にオーストリア、
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とくにヨーロッパの領域的均衡を脅かす紛争において法的に正当化され
ると捉えられていた。
したがって、内乱への軍隊派遣であれ、国際紛争への会議手続の適用
であれ、１９世紀の「干渉」概念は、現代国際法学が一般にその定義とす
る、他国の意思の強制を意味するものではなかったと言うことができ
る。ただし、クリミア戦争開戦過程においては、現代における干渉の定
義に相当する概念として「強制措置」の概念が発見されていた点は注意
する必要がある。しかしこの「強制措置」概念は、内乱への軍隊派遣と
プロイセン、ロシアによってピエモンテやナポリの対内諸事項に干渉が行
われ、１８２３年にフランスと北方列強によってスペインの対内諸事項に干渉
が行われた。１８２６年、英国が、条約で義務づけられているとおりにポルト
ガルの独立を防衛するために関与した際に、カニング氏によって推進され
た介入に、干渉の語が適用された場合が、この語の不正確な使用である。
同じ用語を用い、同じ議論を二つの種類の介入に適用することから、大き
な混乱が生じるのは明白である。すべての公的な著作者は、政府形態の決
定の仕方において他国を侵害しない限り、国家は自己の政府の形態を定め
る権利を持つと宣言している。これは、近隣に迷惑を引き起こさない限り、
すべての家長が自分の家を規制してもいいのとまったく同様である。しか
し、もし一国が他国を攻撃した場合、すべての国家は、自己の利益および
一般的な独立が、それによって影響されるかどうかを、自由に判断するこ
とができる。したがって、第一の種類の干渉は原則として禁止され回避さ
れるべきである。最近においては、カースルリー卿やカニング氏が１８２１年
と１８２３年に空しく抗議した、イタリアとスペインの対内諸事項への干渉が、
オーストリアとフランス双方によって完全に放棄されたのを、我々は目撃
してきた。……しかし、ある大国が小さな独立国家を征服目的で攻撃する
場合に、他の列強が原則として静観しつづけなければならないとするなら、
事態はまったく異なるであろう。……すべてのヨーロッパ諸国は、条約締
結や領域取得において、この勢力均衡体系を考慮することを義務づけられ
ている。しかしながら、このことは、一国の対内的関心への介入を目的と
するあらゆる侵略の場合に、中立国が侵略者に抵抗することを義務づけら
れているということにはならない」。John, Earl Russell, An Essay on the
History of English Government and Constitution from the Reign of Henry
VII. to the Present Time, London: Longman, Green, Longman, Roberts, &
Green,１８６５, pp. lxxxi―lxxxiv.
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しての「干渉」を含め、戦争とは区別される軍事力行使一般を指示する
類概念として消極的機能を担っていたに過ぎず、それら軍事力行使自体
の国際法上の合法性の要件などについて何ら積極的に述べるものではな
かったと考えられる。
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